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　ニュージーランドの国民投票制度は、①政府発案による国民投票の実施法が国民投票の
実施の都度制定されること、②市民発案による国民投票が制度化されていること、③専ら
郵便投票により行われる国民投票の制度があること、④大半が総選挙と同時に行われるこ
と等を特徴としており、1911 年 12 月以来 44 回（そのうち市民発案によるものは 4 回）
行われている。
　2020 年の国民投票における広告規制の在り方の検討では、①インターネット広告を規
制対象に含めるか、②広告規制のレベル、③二重広告の経費上の扱い並びに④広告主の登
録及び経費の公開における「一定額」の設定・支出の上限額の設定の四つの論点につき、①情
報のアクセシビリティ、②透明性及び③既存システムとの整合性の三つの基準を用いた分
析を行い、その結果に基づき広告規制の内容を決定した。ニュージーランドのこのような
検討の手法及び内容は、日本における国民投票の広告規制の在り方の検討の参考になるも
のと思われる。

要 旨

はじめに

　「日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律案」（第 196 回国会衆法第 42 号）
が令和 3（2021）年の第 204 回国会において審議された際、①国民投票運動等のための広告放
送及びインターネット等を利用する方法による有料広告の制限、②国民投票運動等の資金に係
る規制並びに③国民投票に関するインターネット等の適正な利用の確保を図るための方策につ
いて、この改正法案が成立した場合、改正法の施行後 3 年を目途に、国が検討を加え、必要な
措置を講ずるものとするとの附則が衆議院において追加され（改正法附則第 4 条）、参議院に
おいてもこの附則が付けられた状態で可決され、成立した（令和 3 年法律第 76 号）。このこと
から、上記①から③までの規制について、国会における検討が本格化することが予想される。
　ニュージーランドでは、2019 年 12 月に国民投票の枠組みを規定する法律が制定され、2020
年 10 月にこの法律に基づく国民投票が行われた。同国では、この法律を制定する際、広告規
制の在り方について検討を行い、その成果を踏まえて新たな広告規制のルールを定めた。この
ため、日本における国民投票の広告規制の在り方を検討するに当たっては、このニュージーラ
ンドの事例も参考になるものと考えられる。
　ニュージーランドの国民投票制度について、日本語資料には、統治機構（1）、選挙制度改革（2）、

＊本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、2021 年 9 月 28 日である。
⑴　矢部明宏「ニュージーランドの憲法事情」『諸外国の憲法事情―3―』（調査資料 2003-2）国立国会図書館調査
及び立法考査局,  2003,  pp.135-141. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_999538_po_20030207.pdf?contentNo=7>; 
田中嘉彦「ニュージーランドの議会制度―議会改革の史的展開と政治システムの変容―」『レファレンス』740 号,  
2012.9,  pp.51-79. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_3532360_po_074003.pdf?contentNo=1>

⑵　三輪和宏ほか「国民の選択する選挙制度―選挙制度改革に関するニュージーランドの国民投票―」『レファレ
ンス』505 号,  1993.2,  pp.5-45; 河島太朗「国民の選択した選挙制度―選挙制度改革に関するニュージーランドの
第二回国民投票について―」『レファレンス』518 号,  1994.3,  pp.96-107; 市川太一「ニュージーランドの選挙制度
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年金制度改革（3）及び 2020 年の国民投票（4）の紹介の際に触れたものはあるものの、国民投票制
度の概要や広告規制について紹介したものは、ほとんど見当たらなかった（5）。
　そこで本稿では、ニュージーランドにおける国民投票制度の概要を紹介した上で、国民投票
に係る広告規制について詳しく解説し、日本の国民投票運動における広告規制の在り方に関す
る今後の議論の参考に資することとしたい。

Ⅰ　ニュージーランドにおける国民投票制度の概要

１　特徴
　国民投票は、要件及び効果の観点から次のとおり分類することができる（6）。
　①　要件からの分類
　　a)　必要的国民投票　憲法等の定めにより当然に行われる国民投票
　　b) 　任意的国民投票　政府又は一定数の議員若しくは国民等の提案により行われる国民投票
　②　効果の観点からの分類
　　a)　拘束的国民投票　国民投票の結果が政府又は議会に対して拘束力を有するもの
　　b)　諮問的国民投票　国民投票の結果が政府又は議会に対して拘束力を有しないもの
　ニュージーランドの国民投票制度は、1993 年選挙法（7）によりごく限られた場合について必
要的国民投票（① a)）が規定されるほかは、任意的国民投票（① b)）に分類される。また、
効果の観点からは、政府発案の場合であって、前述の必要的国民投票として行われるとき及び
国民投票を行うために制定される法律において拘束力を有する旨規定するときは、拘束的国民
投票（② a)）となるが、それ以外の場合は、諮問的国民投票（② b)）（ニュージーランドの場
合は「指示的国民投票（indicative referendum）」と呼ぶ。）である。
　このほか、ニュージーランドの国民投票制度に特徴的なこととして、①政府発案による国民
投票の実施法が国民投票を行う度に制定されること、②市民発案による国民投票が実施法（1993
年市民発案国民投票法（8））に基づき制度化されていること、③専ら郵便投票により行われる国

改革」『法學研究』70 巻 2 号,  1997.2,  pp.125-140; 河島太朗「【ニュージーランド】2010 年選挙国民投票法と選挙
制度の改正に関する 2011 年国民投票」『外国の立法』250-1 号,  2012.1,  pp.22-23. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/ 
digidepo_3382160_po_02500111.pdf?contentNo=1>; 安田隆子「ニュージーランドの選挙制度に関する 2011 年国民投
票」『レファレンス』736 号,  2012.5,  pp.43-51. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_3493188_po_073603.
pdf?contentNo=1> 

⑶　小松隆二「ニュージーランドにおける年金改革と国民投票―老齢年金法 100 周年・社会保障法 60 周年を迎え
て―」『海外社会保障情報』124 号,  1998.9,  pp.4-15.

⑷　坂井伸行「【ニュージーランド】死のほう助及び大麻合法化に関する 2020 年国民投票」『外国の立法』287-1 号,  
2021.4,  pp.32-33. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11659070_po_02870114.pdf?contentNo=1>

⑸　和田明子『ニュージーランドの市民と政治』明石書店,  2000,  pp.54-59; 今井一，『国民投票の総て』制作・普及
委員会編著『国民投票の総て』「国民投票 / 住民投票」情報室,  2017,  pp.78-82,  88-93; 南部義典「ニュージーラン
ド国民投票―制度の概要と日本法への示唆―」『DEAR News』198 号,  2020.8,  pp.2-4; 同「第 157 回：ニュージー
ランド国民投票法に学ぶ “広告規制 ”」2020.8.5.  マガジン 9 ホームページ <https://maga9.jp/200805-03/> がある。

⑹　諸外国の国民投票法制の分類と実施例については、山岡規雄『諸外国の国民投票法制及び実施例（2019 年版）』
（調査資料 2018-1-a 基本情報シリーズ 26） 国立国会図書館調査及び立法考査局,  2019. <https://dl.ndl.go.jp/view/

download/digidepo_11253574_po_201801a.pdf?contentNo=1> を参照。
⑺　Electoral Act 1993 (1993, No.87)
⑻　Citizens Initiated Referenda Act 1993 (1993, No.101)
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民投票の制度があり、政府発案・市民発案、拘束的・諮問的を問わず行われていること、④大
半が総選挙と同時に行われていること等が挙げられる。
　ニュージーランドの国民投票制度は、1911 年に酒類販売禁止をめぐる国民投票が行われて
以来、110 年に及ぶ長い歴史を有している。回数も、2021 年 9 月の時点で、政府発案のものが
40 回（うち 26 回は酒類販売規制のもの）、市民発案によるものが 4 回、計 44 回を数え、盛ん
に活用されている。
　本章では、このような特徴を有するニュージーランドの国民投票制度の概要の理解に資する
よう、まず、同制度の起源である酒類販売禁止をめぐる国民投票を最初に説明する。その上で、
政府発案によるその他の国民投票制度、市民発案による国民投票制度、そして、専ら郵便投票
により行われる国民投票制度について説明する。

２　酒類販売禁止をめぐる国民投票
（1）1881 年酒類販売免許法による免許交付反対投票制度
　ニュージーランドにおける国民投票は、1911 年 12 月 7 日に酒類の販売禁止（9）について実施
されたのが初めてとされる（10）。ただ、住民の意思を社会制度に反映するための投票の実施と
いうことであれば、英米諸国において当時盛んであった禁酒運動に影響を受けて酒類の販売免
許の交付を規制するために制定された 1881 年酒類販売免許法（11）による新規免許交付反対のた
めの投票制度が最初のものとなる（12）。
　この法律は、既存の酒類販売規制関係の法律を統合して制定されたもので、総督（Governor）（13）

が地方自治体や校区等の区域等を参考に免許区（licensing district）を設定し（第 6 条）、免許
区ごとに設置された免許委員会（licensing committee）が酒類販売免許を交付する（第 37 条）
とした上で、1882 年及びその後 3 年ごとに実施する投票において各免許区の地方選挙人
（ratepayer）（14）が当該免許区における免許の数を増やすことを投票の過半数で決定しない限り、
当該免許区における酒類販売免許を新たに交付してはならないとした（第 45 条～第 49 条）。

⑼　ニュージーランドにおける酒類販売等の規制法制全般については、次の資料を参照。Paul Christoffel, “Story: 
Liquor laws,” 2014.12.15. Te Ara - The Encyclopedia of New Zealand website <https://teara.govt.nz/en/liquor-laws>

⑽　Mary Harris and David Wilson, eds., McGee Parliamentary Practice in New Zealand, Fourth edition, Auckland: Otaria 
Books, 2017, p.662.

⑾　Licensing Act, 1881 (45 Vict. 1881, No.21)
⑿　ニュージーランドにおける酒類販売規制のための国民投票制度の制定及び廃止の経緯については、次の資料を
参照。Richard Newman, “New Zealandʼs Vote for Prohibition in 1911,” The New Zealand Journal of History, Vol.9 No.1, 
1975.4, pp.52-71; Paul John Christoffel, Removing Temptation: New Zealand’s Alcohol Restrictions, 1881-2005 (A thesis 
submitted to the Victoria University of Wellington in fulfillment of the requirements for the degree of Doctor of Philosophy in 
History, Victoria University of Wellington), 2006; John D. Prince, “Look Back in Amber: The General Licensing Poll in New 
Zealand, 1919-87,” Political Science, Vol.48 No. 1, 1996.7, pp.48-72; 大芝健太郎「アルコール政策（ニュージーランド）」
今井，『国民投票の総て』製作・普及委員会編　前掲注⑸,  pp.88-93; “Temperance movement,” 2018.3.13. New 
Zealand History website <https://nzhistory.govt.nz/politics/temperance-movement>

⒀　ニュージーランドの総督は、立憲君主である英国国王の代理人として、①議会を召集し、②代議院で可決され
た法案を裁可して法律を制定するほか、各種の儀礼的任務や社会貢献活動を行っている。1917 年にカナダやオー
ストラリアに合わせて名称を Governor-General に変更するまで、Governor という名称であった。Gavin McLean, 
“Governors and governors-general,” 2012.6.20. Te Ara - The Encyclopedia of New Zealand website <https://teara.govt.nz/en/
governors-and-governors-general>

⒁　ratepayer とは通常、地方税や固定資産税の納税者を意味するが、同法の ratepayer の定義規定（第 4 条）によれば、
都市（borough）や町村（county）等の地方自治組織に設置された議会（council）の議員の選挙での投票を行うた
めの資格を有する者の名簿（roll）にその氏名が登録された全ての者とされていることから、本稿では「地方選
挙人」と訳出した。
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（2）1893 年酒類販売管理法による投票
　上記 (1) の制度では、既存の業者による酒類の販売を規制できないことから、禁酒推進派（15）

は、酒類の販売自体を禁止する制度の制定を目指した運動を行った。その結果、1893 年酒類
販売管理法（16）が制定され、免許区を代議院（House of Representatives）（17）の選挙区（electoral 
district）と一致させた（第 3 条）（18）上で、当該免許区の有権者（elector）が、当該免許区にお
いて、3 種類の免許（19）それぞれに、①免許の数を維持する、②免許の数を削減する、③全ての
免許を交付しない、のいずれかを決定しない限り、酒類の販売及び提供の免許は更新されない
こととし（第 15 条）、各免許区の選挙管理官（Returning Officer）は、3 年ごとにこの決定のた
めの投票を行うこととされた（第 16 条）。①及び②の場合は投票総数の過半数により免許の数
の維持又は削減（20）が決まり、③の場合は免許を交付しないとの投票を投票総数の 5 分の 3 以
上の多数が行ったときに限り、酒類販売業者等に免許は交付されず、既存の免許も失効する、
すなわち、当該免許区での酒類の販売又は提供が禁止されることとなった。なお、③で免許を
交付しないとする投票が投票総数の 5 分の 3 に満たない場合において、②で削減に投票した数
との合計数が投票総数の過半数となったときは、当該区域の免許の数を削減することとされた。
ただし、①～③の投票について、投票総数が選挙人名簿に登録された有権者総数の半数未満で
あったときは、当該投票は無効とされた（第 18 条）。
　この制度は、1895 年酒類販売管理法改正法（21）により改正され、3 種類の免許ごとに行うこ
ととされていた投票が一本化された上で、選択肢が①当該免許区に現存する免許の数を維持す
る、②当該免許の数を削減する、③当該免許区において免許を交付しないの 3 種類とされ（第
3 条）、投票者は、これらの選択肢のうち一つ又は二つを選ぶことができる（第 6 条）ことと
された。また、各選択肢の成立要件及び投票が無効となる要件は、改正前と同様とされるとと
もに、この投票は、代議院議員の総選挙（以下「総選挙」）と同時に行うこととされた（第 4 条）。
　その後、1908 年 8 月 4 日、1908 年酒類販売免許法（22）が制定され、上記の 1881 年酒類販売
免許法以降の酒類販売の規制法が統合された。1911 年に最初の国民投票が行われるまでに、
酒類の販売規制に関し 6 回の投票が行われた。その結果は表 1 のとおりである。

⒂　主な禁酒運動推進団体としては、1885 年設立の女性キリスト者禁酒連合（Womenʼs Christian Temperance Union）
及び 1886 年設立のニュージーランド同盟（New Zealand Alliance）がある。“Temperance movement,” op.cit.⑿

⒃　Alcoholic Liquors Sale Control Act, 1893 (57 Vict. 1893, No.34)
⒄　当時のニュージーランドの議会制度は、下院である代議院と上院である立法評議会（Legistalive Council）の二
院制であった（1852 年ニュージーランド憲法法第 32 条）。その後、1950 年立法評議会廃止法により 1951 年 1 月
1 日に立法評議会が廃止されたことから、現在は代議院のみの一院制である。ニュージーランドの議会制度の変
遷については、田中　前掲注⑴を参照。

⒅　この変更により免許区の数が 395 から 62 に減少した。C. J. A. Haselden (Under-Secretary for Justice), “The licensing 
laws,” New Zealand Official Yearbook 1894. Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.nz/New_Zealand_
Official_Yearbooks/1894/NZOYB_1894.html#idsect1_1_65643>

⒆　酒場店主（publican）、酒類提供宿泊所（accomodation）及び酒類販売（bottle）の 3 種類の免許が対象であった。
⒇　削減の数は、現時点の当該免許の種類に係る免許付与総数の 4 分の 1 を超えないこととされた（第 20 条）。
㉑　Alcoholic Liquors Sale Control Act Amendment Act, 1895 (59 Vict. 1895, No.45)
㉒　Licensing Act, 1908 (1908, No.104)



国立国会図書館 調査及び立法考査局

ニュージーランドの国民投票制度

114　　 レファレンス　851 号　2021. 11

表１　酒類の販売規制に関する投票（1894 ～ 1908 年）の結果一覧
実施年月日 有効投票総数 維持 削減 不交付 出典
1894. 3（注） 107,518 42,429 (39.5%) 16,096 (15.0%) 48,993 (45.6%) 1895
1896.12. 4* 332,447 139,580 (42.0%) 94,555 (28.4%) 98,312 (29.6%) 1897
1899.12. 6* 368,769 142,443 (38.6%) 107,751 (29.2%) 118,575 (32.2%) 1900
1902.11.25* 430,214 148,449 (34.0%) 132,240 (30.7%) 151,524 (35.2%) 1903
1905.12. 6* 532,709 182,884 (34.3%) 151,057 (28.4%) 198,768 (37.3%) 1906
1908.11.17* 572,173 188,140 (32.9%) 162,562 (28.4%) 221,471 (38.7%) 1909

（凡例）「出典」欄の数値は投票結果が掲載されている Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.nz/
New_Zealand_Official_Yearbooks/> の版の年を、* は総選挙と同時に行われた投票を、（　）は有効投票総数に対す
る割合（小数点第 2 位以下四捨五入）を、それぞれ示す。

（注）出典である New Zealand Official Year book の 1895 年版には年月のみが記載されており、日が特定できなかった
ため、この表でも年月のみ記載した。

（出典）Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.nz/New_Zealand_Official_Yearbooks/> に掲載された
New Zealand Official Yearbook の各年版（「出典」欄に記載）を基に筆者作成。

（3）1910 年改正酒類販売免許法による国民投票
　禁酒推進派にとっては、酒類販売等が禁止された免許区（以下「禁止区」）の住民が別の免
許区に行って酒類を購入すれば自宅での飲酒が可能という状況や、国全体での酒類の販売禁止
の投票ではないこと、酒類の販売禁止のための要件が投票総数の 5 分の 3 と高く設定されてい
ることの 3 点が不満であった（23）。このため、禁酒推進派は、国全体での酒類の販売等の禁止
に関する国民投票の導入を政府に迫る運動を行った（24）。このような動きを受け、国全体での
酒類の販売等の可否を国民投票により決定することができる内容の 1910 年改正酒類販売免許
法（25）が制定された。
　この法律では、従来の免許区ごとの酒類の販売等の免許交付につき、継続（continuance）か
不交付かを選択する投票（第 3 条）を各免許区の有権者が行うこと及び禁止区における免許交
付の回復（restoration）か不交付の継続かを選択する投票を各禁止区の有権者が行うこと（第 8
条）のほか、前述のとおり、全国での酒類の販売等の禁止（national prohibition）に賛成（for）
か反対（against）かの投票を全ての免許区の有権者が行うこと（第 15 条）が追加された。賛
成票が投票総数の 5 分の 3 以上に達した場合、禁止に決定し（第 17 条）、当該投票日から 4 年
経過後に発効することとされた（第 18 条）。

（4）1918 年改正酒類販売免許法による国民投票
　その後新たに制定された 1918 年改正酒類販売免許法（26）では、① 1919 年 4 月 13 日より前に
行うべき「特別免許国民投票（special licensing poll）」（第 3 条）と、②①で継続となった際に
次の総選挙と同時に行われる国民投票の 2 種類が規定された。なお、免許区ごとに継続か不交
付かを問う従来の投票は設けられなかった一方、禁止区での免許交付の回復のための投票は引
き続き行われることとされた（第 57 条）。
　①は、補償を伴う全国一律での禁止（national prohibition with compensation）か継続かを全て
の免許区の有権者が投票するものであり（第 3 条）、有効投票総数の過半数を得た選択肢が決

㉓　Newman, op.cit.⑿, p.54.
㉔　Christoffel, op.cit.⑿, p.69.
㉕　Licensing Amendment Act, 1910 (1 Geo. V. 1910, No.46)
㉖　Licensing Amendment Act, 1918 (9 Geo. V. 1918, No.11)
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定事項とされ（第 18 条及び第 19 条）、禁止に決まったときは、当該投票の日より後の最初の
6 月 30 日に発効し（第 19 条）、この日をもって酒類販売等の免許が失効し（第 20 条）、第 24
条の規定に基づき、酒類販売業者等に補償が行われることとされていた（27）。この補償は、酒
類取引補償会計（Liquor Trade Compensation Account）により行われ、その総額は、450 万ポンド（28）

を上回らない金額とされた（第 24 条）。
　②は、各免許区の有権者が投票する、これまでの a) 全国一律での継続（national continuance）
及び b) 全国一律での禁止（補償なし）（national prohibition）の選択肢に、c) 国家購入・管理（State 
purchase and control）の選択肢を加える三者択一の投票制度であり（第 56 条）、b) 及び c) が成
立するためには、有効投票総数の過半数の得票が必要とされた（第 59 条）。そして、b) が成
立した場合には、①と同様、当該投票の日より後の最初の 6 月 30 日に、c) が成立した場合には、
投票結果が官報（Gazette）に掲載された日から 1 年以内に司法大臣（Minister of Justice）が公
告した日から、それぞれ施行することとされた（第 60 条）。また、b) 及び c) の場合、施行の
日から免許が失効することとされた（第 61 条及び第 67 条）。
　この国民投票は、1911 年から 1987 年まで、ほぼ総選挙に合わせて計 24 回行われた（29）（表 2）
後、1989 年酒類販売法（30）の制定によって廃止された。

表２　酒類販売禁止に関する国民投票（1911 ～ 1987 年）の結果一覧
実施日 有効投票総数 継続 禁止 国家管理 出典

1911.12. 7* 465,604 205,661 (44.2%) 259,943 (55.8%) - 1912
1914.12.10* 504,659 257,442 (51.0%) 247,217 (49.0%) - 1915
1919. 4.10  518,016 264,189 (51.0%) 253,827 (49.0%)（注） - 1920
1919.12.17* 543,762 241,251 (44.4%) 270,250 (49.7%) 32,261 (  5.9%) 1920
1922.12. 7* 619,187 282,669 (45.7%) 300,791 (48.6%) 35,727 (  5.8%) 1924
1925.11. 4* 675,077 299,590 (44.4%) 319,450 (47.3%) 56,037 (  8.3%) 1927
1928.11.14* 732,421 373,692 (51.0%) 294,453 (40.2%) 64,276 (  8.8%) 1930
1935.11.27* 821,757 521,167 (63.4%) 243,091 (29.6%) 57,499 (  7.0%) 1937
1938.10.15* 906,334 546,995 (60.5%) 263,208 (29.1%) 96,131 (10.6%) 1940
1943. 9.25* 922,887 529,386 (57.4%) 269,800 (29.2%) 123,701 (13.4%) 1945
1946.11.27* 1,004,507 542,681 (54.0%) 259,162 (25.8%) 202,664 (20.2%) 1947-49
1949. 9.11* 1,065,122 660,573 (62.0%) 268,567 (25.2%) 135,982 (12.8%) 1950
1954.11.13* 1,087,594 672,754 (61.9%) 250,460 (23.0%) 164,380 (15.1%) 1955
1957.11.30* 1,143,674 723,059 (63.2%) 260,132 (22.7%) 160,483 (14.0%) 1958
1960.11.26* 1,159,753 765,952 (66.0%) 255,157 (22.0%) 138,644 (12.0%) 1961
1963.11.30* 1,185,307 791,767 (66.8%) 235,959 (19.9%) 157,581 (13.3%) 1964
1966.11.26* 1,193,565 817,760 (68.5%) 198,859 (16.7%) 176,946 (14.8%) 1967
1969.11.29* 1,322,045 903,592 (68.3%) 176,056 (13.3%) 242,397 (18.3%) 1970
1972.11.25* 1,379,572 931,778 (67.5%) 203,791 (14.8%) 244,003 (17.7%) 1973
1975.11.29* 1,580,459 1,094,445 (69.2%) 250,640 (15.9%) 235,374 (14.9%) 1976
1978.11.25* 1,684,376 1,057,930 (62.9%) 374,233 (22.2%) 252,213 (15.0%) 1979
1981.11.28* 1,756,255 1,124,258 (64.0%) 384,780 (21.9%) 247,217 (14.1%) 1982
1984. 7.14* 1,894,516 1,319,518 (69.6%) 352,949 (18.6%) 222,049 (11.7%) 1985
1987. 8.15* 1,802,643 1,212,989 (67.3%) 372,364 (20.7%) 217,290 (12.1%) 1988-89

（凡例）出典欄の数値は投票結果が掲載されている Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.nz/New_
Zealand_Official_Yearbooks/> の版の年を、* は総選挙と同時に行われた投票を、（　）は有効投票総数に対する割
合（小数点第 2 位以下四捨五入）を、それぞれ示す。

（注）この投票における「禁止」についてのみ補償を伴うものである。
（出典）Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.nz/New_Zealand_Official_Yearbooks/> に掲載された

New Zealand Official Year Book の各年版（「出典」欄に記載）を基に筆者作成。
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（5）酒類提供時間の延長に関する国民投票
　これらの国民投票とは別に、1949 年と 1967 年の 2 回、酒類販売等を行う店舗の営業終了時
間を午後 6 時から繰り下げることの賛否に関する国民投票が行われた。
　1949 年の国民投票は、1948 年改正酒類販売免許法（31）に基づくもので、ホテルのバーの営業
終了時間を午後 6 時までのままとするか午後 10 時まで繰り下げるかを選択する内容であった

（第 86 条）。この国民投票が 1948 年賭博国民投票法（32）に基づく国民投票と同時に行われるこ
と（第 91 条第 (1) 項）、投票を行える者が代議院議員選挙の投票と同一であること（同条第 (2)
項、1948 年賭博国民投票法第 2 条第 (1) 項）が規定され、その結果に政府は拘束されないこと
とされた（33）。
　1967年の国民投票は、1967年酒類販売国民投票法（34）に基づくもので、酒類を販売するホテル、
居酒屋（tavern）及び公認クラブ（chartered club）（35）の営業時間を、現状の午後 6 時までとする
か地域の実情に応じて決定された時間まで繰り下げるかを選択する内容であった（第 2 条）。
この国民投票の投票を行える者は (4) の国民投票と同一とされ（第 3 条）、投票結果は政府を
拘束するものとはされなかった（36）。これら 2 件の国民投票の結果は表 3 のとおりである。

表３　酒類提供時間の延長に関する国民投票（1949 年・1967 年）の結果一覧
実施日 有効投票総数 午後 6 時終了継続 営業時間繰下げ

1949. 3. 9 627,618 473,768 (75.5%) 153,850 (24.5%)
1967. 9.23 994,767 353,662 (34.4%) 641,105 (65.6%)

（凡例）（　）は有効投票総数に対する割合（小数点第 2 位以下四捨五入）を示す。
（出典）“Miscellaneous,” New Zealand Official Year Book 1950. Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.

nz/New_Zealand_Official_Yearbooks/1950/NZOYB_1950.html#idchapter_1_311453>; “Miscellaneous,” New Zealand 
Official Yearbook 1968. ibid. <https://www3.stats.govt.nz/New_Zealand_Official_Yearbooks/1968/NZOYB_1968.
html#idchapter_1_356557> を基に筆者作成。

３　政府発案によるその他の国民投票
　ニュージーランドにおける酒類販売規制以外の政府発案による国民投票は、①選挙制度の改

㉗　なお、以前の投票とは異なり、この法律では、一度禁止とされた場合の復活のための投票の機会は設けられて
いなかった。Christoffel, op.cit.⑿, p.71 を参照。

㉘　ニュージーランドの中央銀行に相当する機関であるニュージーランド準備銀行（Reserve Bank of New Zealand）
が提供する同国の過去の貨幣価値を概算するウェブページ “Inflation calculator.” <https://www.rbnz.govt.nz/monetary-
policy/inflation-calculator> により当時の 450 万ポンドの 2021 年 9 月現在の貨幣価値を概算すると、508,682,914.37
ニュージーランド・ドルであった。これを令和 3（2021）年 9 月分の報告省令レートである 1 ニュージーランド・
ドル = 約 77 円で換算すると、約 391 億 6858 万円となる。

㉙　1931 年（世界恐慌のため）に 1 度中止となり、第二次世界大戦のための遅れ（1941 年が 1943 年に）、1951 年
に急な（snap）総選挙があったため行われなかったことを除き、3 年に 1 度の総選挙に合わせて行われた。Prince, 
op.cit.⑿, p.54.

㉚　Sales of Liquor Act 1989 (1989, No.63)
㉛　Licensing Amendment Act, 1948 (1948, No.74)
㉜　Gaming Poll Act, 1948 (1948, No.19)
㉝　Christoffel, op.cit.⑿, p.65.
㉞　Sale of Liquor Poll Act 1967 (1967, No.9)
㉟　個人的な社会的交流、便益、慰安という共通の目的を促進するために結集し、会員用の酒類を提供し、利得を
目的とはしない、任意の人的な結社であって、酒類販売を規制する法律に基づき免許が交付されたものをいう
（1908 年酒類販売免許法第 259 条）。
㊱　Christoffel, op.cit.⑿, p.65.
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正のための国民投票と、②その他の個別の政策課題に関する国民投票の 2 つに大別され、①は
更に a) 留保条項の改正のための国民投票と b) それ以外の選挙関係の条項改正のための国民投
票に分けられる。このうちの a) は、成文憲法を有しないニュージーランドにおける憲法改正
国民投票と位置付けられている（37）。本節では、これら様々な種類がある政府発案による国民
投票制度の概要について説明する。

（1）選挙制度の改正のための国民投票
（ⅰ）留保条項の改正のための国民投票
　1956 年選挙法（38）では、特定の条項（39）を「留保条項（reserved provision）」とし、代議院議員
の総数の 4 分の 3 以上の多数決又は欧州人（40）選挙区及びマオリ選挙区の有権者の投票による
有効投票総数の過半数を得ない限り、当該条項が改正又は削除されないこととした（第 189 条
第 (2) 項）。この法律を全面改正した 1993 年選挙法（41）においても同様の規定が置かれ（第 268
条）、現在に至る。このような規定が置かれたのは、1950 年に当時のニュージーランドの上院
に当たる立法評議会（Legislative Council）が廃止されて一院制になったことが一因とされる（42）。
　これらの法律に基づく国民投票は、これまでのところ、代議院の議会期を 3 年から 4 年に延
長するための国民投票 2 回（1967 年及び 1990 年）及び選挙制度を変更するための国民投票 1
回（1993 年）の計 3 回につき、いずれも実施に関する法律が制定された上で行われた。
　1967 年の国民投票は、1967 年選挙国民投票法（43）に基づき行われたものであり、1967 年酒類
販売国民投票法による国民投票と同時に行われることとされ、投票できる者は、1967 年の酒
類販売の国民投票を投票できる者と同一（2(5) 参照）とされた（第 3 条）。投票の内容は、代
議院の議会期を 3 年のままとするか、4 年に延長するかを選択するものであった（第 2 条第 (2)
項）。また、この国民投票で 4 年が選択された場合には、この国民投票の結果の公告後に行わ
れる総選挙の後において、1956 年選挙法第 12 条（代議院の議会期）の規定が改正されるとい
う規定が置かれ、この国民投票が拘束的であることが示されている（第 6 条）。
　1990 年の国民投票は、1990 年任期国民投票法（44）に基づき、同年の総選挙と同時に行われる
こととされ（第 2 条第 (1) 項）、有権者が、1967 年の国民投票と同一の設問への投票を行うこ
ととされた（同条第 (2) 項）。
　1993 年の国民投票（45）は、1992 年の国民投票（後述 (ⅱ) 参照）において、選挙制度の変更が

㊲　三輪ほか　前掲注⑵,  p.7.
㊳　Electoral Act 1956 (1956, No.107)
㊴　①代議院の議会期（duration of the House of Representatives）に関する規定、②代表委員会（Representation 

Commission）（代議院における議席数の調整を行うために 1956 年選挙法第 15 条に基づき設置された組織）に関
する規定、③国勢調査ごとに行われる国内の非マオリ人選挙区の区割りに関する規定、④選挙区割りの際の代表
委員会による人口の 5% 以内での加減を認める規定、⑤選挙権年齢を 21 歳とする規定及び⑥投票方法に関する規
定の六つである（1956 年選挙法第 189 条第 (1) 項）。

㊵　「欧州人（European）」とは、マオリ人以外のニュージーランド人をいう（1956 年選挙法第 2 条第 (1) 項）。なお、
この「欧州人選挙区」という名称は、1993 年選挙法では、「一般選挙区（general electoral district）」という名称に
改められている（第 3 条第 (1) 項）。

㊶　Electoral Act 1993 (1993, No.87)
㊷　三輪ほか　前掲注⑵,  p.7.
㊸　Electoral Poll Act 1967 (1967, No.10)
㊹　Term Poll Act 1990 (1990, No.3)
㊺　この国民投票の実施の経緯、内容及びその結果の詳細は、河島　前掲注⑵; 市川　前掲注⑵を参照。
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選択された場合に予定されていたものである（46）。この国民投票は、この国民投票によってそ
の大部分が施行される 1993 年選挙法と同時に制定された 1993 年選挙国民投票法（47）に基づき
行われたものであり、① 1993 年の総選挙と同時に行われること、②拘束的国民投票として行
われること、③ 1956 年選挙法に規定する現行の単純小選挙区制（first-past-the-post system: 
FPP）（48）又は 1993 年選挙法に規定する混合議席比例制（mixed member proportional system: 
MMP）（49）のいずれかに投票することとされた（第 2 条）。
（ⅱ）留保条項以外の選挙関係の条項の改正のための国民投票
　留保条項以外の選挙関係の条項の改正に関する国民投票は、1992 年及び 2011 年に行われた。
　1992 年の国民投票（50）は、1991 年選挙国民投票法（51）に基づき行われた。同法では、① 1992
年 9 月 19 日に、選挙制度に関する提案について、各選挙区の有権者による国民投票を行うこと、
②指示的国民投票として行うこと（52）、③ a) 現行の単純小選挙区制を維持するか、投票制度

（voting system）を変更するかのどちらかに投票することと、b) 投票制度を変更するとしたら、a. 
優先投票制（preferential voting system: PV）（53）、b. 混合議席比例制、c. 補充議席制（supplementary 
member system: SM）（54）又は d. 単記移譲式投票制（single transferable vote system: STV）（55）のどれ
がよいかを投票する（56）ことが規定された（第 3 条）。
　2011 年の国民投票（57）は、2010 年選挙国民投票法（58）に基づき行われた。同法では、①この国
民投票がこの法律の施行日の後に行われる総選挙と同時に指示的国民投票として行われること
（第 4 条）、② a) 現行の混合議席比例制を維持するか、投票制度を変更するかのどちらかに投
票することと、b) 投票制度を変更するとしたら、a. 単純小選挙区制、b. 優先投票制、c. 単記移
譲式投票制又は d. 補充議席制のどれがよいかを投票すること（第 8 条）、③総選挙における投
票権を有する者を国民投票の投票権者とすること（第 11 条）等が規定された。なお投票者は、
a) と b) の双方でもいずれかだけでも投票することができる（附則第 1 条）。さらにこの法律に

㊻　河島　同上,  p.96.
㊼　Electoral Referendum Act 1993 (1993, No.86)
㊽　各選挙区について、最多票を得た候補者を当該選挙区選出の議員とする選挙制度である。三輪ほか　前掲注⑵,  

p.21 を参照。
㊾　日本ではいわゆる小選挙区比例代表併用制として知られる選挙制度であり、小選挙区制と比例代表制を組み合
わせ、総議席を比例代表制で各党に割り当て、党ごとに単純小選挙区制による当選者を優先的に充当して残余を
比例名簿から当選させる選挙制度である。同上,  p.28 を参照。

㊿　この国民投票の実施の経緯、内容及びその結果の詳細は、三輪ほか　前掲注⑵; 市川　前掲注⑵; 和田　前掲注
⑸を参照。

�　Electoral Referendum Act 1991 (1991, No.152)
�　選挙制度の改正は、1956 年選挙法第 189 条第 (1) 項の留保条項に該当するが、この国民投票は、同法の改正自

体を目的とするものではないことから、指示的国民投票として行われた。三輪ほか　前掲注⑵,  p.17 を参照。
�　小選挙区絶対多数制の一種であり、有権者は選好に従い小選挙区での候補者に順位を付して投票し、過半数得
票者がいればその当選を決定し、いなければ最下位得票者を落選としてその票を有権者の指定に従って他の候補
者に移譲していき、過半数得票者が出た段階でその当選を決定する選挙制度である。同上,  pp.30-31 を参照。

�　日本ではいわゆる小選挙区比例代表並立制に当たる選挙制度であり、一部の議席を単純小選挙区制で選出し、
残りの議席を各党の全国の得票に比例して配分する制度である。ニュージーランドでは、この比例部分の議席を
「補充議席（又は付加議席）（supplementary [or additional] members）」と呼んでいる。同上,  p.23 を参照。
�　当選者が当選基数（有効投票総数を定数に 1 を加えた数値で除した商に 1 を加えた数値をいう。）を超えて得

た票（過剰得票）及び落選者が得た票（過少得票）を有権者の指定に従って他の候補者に移譲していき、移譲を
受けて当選基数以上の票を得た者の当選を決定していく選挙制度である。同上,  pp.25-26 を参照。

�　③ a) で現行制度の維持を選んだ人も③ b) の投票を行うことが認められる。同上,  p.15 を参照。
�　この国民投票の実施の経緯、内容及びその結果の詳細は、安田　前掲注⑵を参照。
�　Electoral Referendum Act 2010 (2010, No.139)
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は、② a) の投票において現行の混合議席比例制を維持するとの投票が有効投票総数の 50% 以
上であった場合には、選挙委員会（Electoral Commission）が、現行制度を改善することの必要
性を一般から意見を聴取した上で決定することと、改善に関する勧告を司法省に行うことを目
的として、5% 条項や重複立候補等の現行制度の仕組みの見直しを始めること（第 74 条～第
76 条）等が規定されていた。
　（ⅰ）及び（ⅱ）の選挙制度の改正のための国民投票の結果は、表 4 のとおりである。

表４　（ⅰ）及び（ⅱ）の選挙制度の改正のための国民投票の結果一覧
実施日 テーマ 有効投票総数 ①の得票数 ②の得票数 出典

1967. 9.23* 
※

①議会期を 3 年（現行）
②議会期を 4 年に延長 996,933 678,960

(68.1%)
317,973

(31.9%) a)

1990.10.27* 
※

①議会期を 3 年（現行）
②議会期を 4 年に延長 1,814,577 1,258,018

(69.3%)
556,559

(30.7%) b)

1992. 9.19
①

①（現行）単純小選挙区制
②投票制度を変更 1,217,284 186,027

(15.3%)
1,031,257
(84.7%) c)

1992. 9.19
②

変更するなら① PV、② MMP、③ SM、
④ STV のどれか 1,121,261 ① 73,539 (6.6%) ② 790,648 (70.5%)

③ 62,278 (5.6%) ④ 194,796 (17.4%) c)

1993.11. 6*
※

①単純小選挙区制（FPP）
②混合議席比例制（MMP） 1,917,903 884,962

(46.1%)
1,032,941
(53.9%) d)

2011.11.26
① *

①（現行）混合議席比例制
②投票制度を変更 2,194,774 1,267,955

(57.8%)
926,819

(42.2%) e)

2011.11.26
② *

変更するなら① FPP、② PV、③ STV、
④ SM のどれか 1,509,157 ① 704,117 (46.7%) ② 188,164 (12.5%) 

③ 252.503 (16.7%) ④ 364,373(24.1%) e)

（凡例）* は総選挙と同時に行われた国民投票を、※は拘束的国民投票としての性質を有する国民投票であることを、
（　）は有効投票総数に対する割合（小数点第 2 位以下四捨五入）を、それぞれ示す。

（注）SM：補充議席制、STV：単記移譲式投票制、PV：優先投票制
（出典）a) J. L Wright (Chief Electoral Officer), “Referendum 1967 - Results of Sales of Liquor and Electoral Polls 1967,” New 

Zealand Gazette, No.64, 1967.10.12, p.1792; b) B. E. Clarke (Chief Electoral Officer), “Declaration of Result of Term Poll,” 
New Zealand Gazette, No.209, 1990.11.29, pp.4505-4506; c) idem, “Declaration of Result of Electoral Referendum,” New 
Zealand Gazette, No.174, 1992.10.29, pp.3543-3544; d) P. Whelan (Chief Electoral Officer), “Declaration of Result of 
Electoral Referendum,” New Zealand Gazette, 1993.12.16, p.3753; e) Robert Peden (Electoral Commissioner), “Declaration 
of Result of the Referendum on New Zealandʼs Voting System,” New Zealand Gazette, No.190, 2011.12.10, pp.5548-5550 等
を基に筆者作成。

（2）その他の個別の政策課題に関する政府発案による国民投票
（ⅰ）1949 年実施の 2件の国民投票
　その他の個別の政策課題に関する政府発案による国民投票の最初の事例は、① 1948 年賭博
国民投票法に基づき 1949 年 3 月 9 日に行われた国民投票である。この年にはもう 1 件、② 1949
年軍事訓練国民投票法（59）に基づく国民投票が、同年 8 月 3 日に行われた（60）。
　①の国民投票は、ニュージーランド競馬会議（New Zealand Racing Conference）及びニュージー
ランド速歩競走会議（New Zealand Trotting Conference）によって提供される方法による賭け率
表示装置を用いた場外における競馬の賭博に関する規定を設けることへの賛否を問うもので
あった（第 2 条）。投票は、酒類販売禁止に関する国民投票と同じ方式で行われることとされ
た（第 3 条）。このため、投票権者は酒類販売禁止に関する国民投票と同じく、有権者となる。

�　Military Training Poll Act 1949 (1949, No.2)
�　これらの国民投票は、当時のピーター・フレイザー（Peter Fraser）労働党政権の政権基盤がぜい弱で、自己の
主張が党大会で受け入れられず窮地に立った同首相が、局面の打破と総選挙における争点化を避けるために行わ
れたものと言われている。Christoffel, op.cit.⑿, p.63; 三輪ほか　前掲注⑵,  pp.7-8.
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また、この法律には政府が投票結果に拘束される旨の規定が設けられていないことから、拘束
力は生じない（61）。
　②の国民投票は、義務的軍事訓練（compulsory military training）（62）に賛成か反対かを問うも
のである（第 2 条）。この法律は、1948 年賭博国民投票法と構成及び内容がほぼ同一であるこ
とから、投票権者は有権者であり、投票結果に拘束力は生じない。
（ⅱ）1997 年の強制的退職貯蓄制度に関する国民投票
　その後、個別の政策課題に関する政府発案による国民投票は長らく行われなかったが、1997
年 9 月、約半世紀ぶりに行われた。強制的貯蓄方式による年金制度である「強制的退職貯蓄制
度（Compulsory Retirement Savings Scheme）」（63）の導入をめぐる 1997 年の国民投票である（64）。
　この国民投票は、1997 年強制的退職貯蓄制度国民投票法（65）に基づき行われた。同法では、「あ
なたは提案された強制的退職貯蓄制度を支持しますか？」を設問とすること（第 5 条）、投票
用紙にその回答として「はい 私は提案された強制的退職貯蓄制度を支持します」「いいえ 私は
提案された強制的退職貯蓄制度を支持しません」を用意すること（第 6 条）、全ての有権者が
投票資格を有すること（第 27 条）、国民投票の投票期間の初日を総督が勅令により定める最終
投票日の前日から 21 日前の日とすること（第 28 条）、この国民投票が専ら郵便投票により行
われる（66）ことを踏まえた諸規定（第 29 条～第 44 条）、広告に関する規定（第 48 条）等が設
けられた。なおこの法律には政府が投票結果に拘束される旨の規定が設けられていないことか
ら、投票結果に拘束力は生じない（67）。
（ⅲ）2015 年・2016 年の国旗に関する国民投票
　その次に行われたのが、ニュージーランドの国旗に関する国民投票である。これらの国民投
票は、2015 年ニュージーランド国旗国民投票法（以下「2015 年国旗国民投票法」）（68）に基づき、
2015 年 11 月と 2016 年 3 月の 2 回、専ら郵便投票により行われた。2015 年国旗国民投票法では、
① 2 回目の国民投票の結果の反映方法（第 2 条第 (2) 項及び第 (3) 項）、②専ら郵便投票により
2 回の国民投票を行うこと（第 3 条）、③ a) 1 回目の国民投票は、ニュージーランドの国旗の
五つの代替案の中から選好順位を記入する方法で行うこと（図 1 参照）、b) 2 回目の国民投票は、
二つの選択肢の中から好きな方一つにチェックを付ける方法で行うこと（図 2 参照）（第 10 条）、

�　Christoffel, ibid., p.65.
�　この国民投票の結果を受けて法案が作成され、制定された 1949 年軍事訓練法（Military Training Act 1949 (1949, 

No.23)）によると、義務的軍事訓練とは、1949 年 11 月 1 日以降に満 18 歳となるニュージーランドの男性の住民
に対し、原則として、ニュージーランド国軍への 14 週間のフルタイム勤務及びその後 3 年間のパートタイム勤
務を行うことを義務付けるものをいう（第 3 条）。

�　この時導入が検討された強制的退職貯蓄制度とは、「1997-98 年度に 3% の保険料を導入し、2002-03 年度まで
に 8% に引き上げ、65 歳から支給する退職年金を個人の退職貯蓄口座の資金で購入し、目標となる貯蓄額に達し
ない者には政府が補助するというもの」（中川秀空「ニュージーランドの年金制度の現状と課題」『レファレンス』
750 号,  2013.7,  p.8. <https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_8238142_po_075001.pdf?contentNo=1>）である。

�　この国民投票の実施の経緯、内容及びその結果の詳細は、次の資料を参照。小松　前掲注⑶ ; David A. Preston, “The 
compulsory retirement savings scheme referendum of 1997,” Social Policy Journal of New Zealand, Issue 9, 1997.11. 
Ministry of Social Development website <https://www.msd.govt.nz/about-msd-and-our-work/publications-resources/journals-
and-magazines/social-policy-journal/spj09/compulsory-retirement-savings-scheme-referendum.html>

�　Compulsory Retirement Savings Scheme Referendum Act 1997 (1997, No.13)
�　この国民投票は、専ら郵便投票により行われる国民投票の初めての事例である。“3.3 State Sector,” New Zealand 

Official Year Book 1998. Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.nz/New_Zealand_Official_
Yearbooks/1998/NZOYB_1998.html#idsect1_1_14418>.

�　Christoffel, op.cit.⑿, p.65.
�　New Zealand Flag Referendums Act 2015 (2015, No.66)
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④それぞれの国民投票の投票期間の初日を投票日の前日から21日前の日とすること（第12条）、
⑤総督が、投票用紙に表示する代替となる旗のデザインを五つ、1 回目の国民投票の実施日か
ら 40 日以上前に、大臣の勧告に基づく勅令により定めなければならないこと（第 13 条）、⑥全
ての有権者が投票資格を有すること（第 19 条）、⑦ 1 回目の国民投票を優先投票制により、2
回目の国民投票を単純小選挙区制により、それぞれ行うこと（第 20 条）を規定するとともに、
⑧この国民投票が専ら郵便投票により行われることを踏まえた諸規定（第21条～第30条）、⑨広
告に関する規定（第 62 条～第 67 条）等が設けられた。

図１　1回目の国旗に関する国民投票における投票用紙のイメージ

（注）左から、選択肢 A：Silver Fern (Black, White and Blue)、選択肢 B：Red Peak、選択肢 C：Koru、選択肢 D：
Silver Fern (Black and White)、選択肢 E：Silver Fern (Red, White and Blue）である。矢印の横には「ここに数字を書
いてください」と、下には、「あなたの投票の選好順位が明瞭かつ読みやすいようにしてください」と注記され
ている。

（出典）“Overview,” 2015 and 2016 Referendums on the New Zealand Flag. Electoral Commission website <https://elections.
nz/democracy-in-nz/historical-events/2015-and-2016-referendums-on-the-new-zealand-flag/>

図２　2回目の国旗に関する国民投票における投票用紙のイメージ

（注）上から、選択肢 A：Silver Fern Flag、選択肢 B：現在の国旗である。矢印の上には「旗を一つだけ選んでくだ
さい」と、下には、「あなたがニュージーランドの国旗にしたい旗に印を付けてください」と注記されている。

（出典）“Overview,” 2015 and 2016 Referendums on the New Zealand Flag. Electoral Commission website <https://elections.
nz/democracy-in-nz/historical-events/2015-and-2016-referendums-on-the-new-zealand-flag/>

（ⅳ）2020 年の大麻合法化法案及び終末期選択法に関する国民投票
　その次の国民投票は、2020 年に行われたもの（69）で、個人用大麻の使用を認める大麻合法化及び
管理法案（70）（以下「大麻合法化法案」）の議会への提出及び医師等による死のほう助（assisted dying）

�　この国民投票の実施の経緯、内容及びその結果の詳細は、坂井　前掲注⑷; 南部　前掲注⑸を参照。
�　Cannabis Legalisation and Control Bill. Exposure Draft for Referendum.
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を認める 2019 年終末期の選択法（71）（以下「終末期選択法」）の施行の是非を問うものであった。
　この国民投票は、2019 年国民投票枠組法（72）に基づき行われた。この法律は、これまでの国
民投票法とは異なり、国民投票の実施のための設問が明記されておらず、総督が大臣の勧告に
基づく勅令によって政府発案の拘束的国民投票の実施を公告できること及び当該勅令において
選挙人が投票する設問、選択肢等を明確化する（73）ことを規定する（第 8 条）。このため、この
国民投票については、同条に基づき制定された 2件の勅令（74）により、国民投票の対象案件が①大
麻合法化法案を支持するか否か及び②終末期選択法の施行を支持するか否かの 2 件に決定され
た。また 2019 年国民投票枠組法には、この法律の施行後の最初の総選挙と同時に 1 以上の国
民投票を行う規定（第 4 条）、総選挙における投票権を有する者を国民投票の投票権者とする
規定（第 13 条）、国民投票広告に関する詳細な規定（第 36 条～第 83 条）等も設けられている。
なお、同法は、2022 年 7 月 1 日限りで廃止される限時法である（第 3 条）。
　ちなみに、その他の個別の政策課題に関する政府発案による国民投票（上記（ⅰ）～（ⅳ））
の結果は、表 5 及び表 6 のとおりである。

�　End of Life Choice Act 2019 (2019, No.67)
�　Referendums Framework Act 2019 (2019, No.71)
�　ただし、終末期選択法でも、この国民投票において選挙人に提示する設問の文言及び選挙人に提示される選択
肢が規定されている（第 2 条第 (2) 項及び第 (3) 項）。

�　大麻国民投票令（Cannabis Referendum Order 2020 (2020/47)）及び終末期の選択国民投票令（End of Life Choice 
Referendum Order 2020 (2020/48) ）の 2 件である。共に 2020 年 3 月 23 日に裁可され、同年 4 月 23 日から施行さ
れた。

表５　その他の個別の政策課題に関する政府発案による国民投票の結果一覧

実施日 設問 有効投票
総数 ①の得票数 ②の得票数 出典

1949. 3. 9 場外における競馬の賭博に関する規定
を設けることに、①賛成、②反対 623,625 424,219

(68.0%)
199,406
(32.0%) a)

1949. 8. 3 義務的軍事訓練に、①賛成、②反対 729,425 568,427
(77.9%)

160,998
(22.1%) b)

1997. 9. 5- 9.26
〒

強制的退職貯蓄制度を、①支持、②不
支持 1,983,712 163,309

( 8.2%)
1,820,403

(91.8%) c)

2015.11.20-12.11
〒

ニュージーランドの国旗が変わるとす
ればどの国旗がよいか、五つの中から
選好順に番号を記入

1,393,615 表 6 のとおり d)

2016. 3. 3- 3.24
※〒

ニュージーランドの国旗が①Silver Fern 
(Black, White and Blue) がよいか、②現
在の国旗がよいか

2,135,622 921,876
(43.2%)

1,208,702
(56.6%) e)

2020.10.17 ① * 大麻合法化法案を、①支持する、②支
持しない 2,881,608 1,406,973

(48.8%)
1,474,635

(51.2%) f)

2020.10.17 ② *
※

終末期選択法の施行を、①支持する、
②支持しない 2,872,369 1,893,290

(65.9%)
979,079
(34.1%) g)

（凡例）* は総選挙と同時に行われた国民投票を、〒は専ら郵便投票により行われた国民投票を、※は拘束的国民投
票としての性質を有する国民投票であることを、（　）は有効投票総数に対する割合（小数点第 2 位以下四捨五入）
を、それぞれ示す。

（出典）a) Electoral Department, “Results of Gaming and Licensing Polls, 1949,” New Zealand Gazette, No.22, 1949.3.31, 
p.861; b) idem, “Results of Compulsory Military Training Poll, 1949,” New Zealand Gazette, No.49, 1949.8.25, p.1784; c) “3.3 
State Sector,” New Zealand Official Yearbook 1998. Digital yearbook collection website <https://www3.stats.govt.nz/New_
Zealand_Official_Yearbooks/1998/NZOYB_1998.html>; d) Robert Peden (Returning Officer), “Declaration of Result of First 
Flag Referendum,” New Zealand Gazette, No.139, 2015.12.15, pp.3-4; e) idem, “Declaration of Result of Second Flag 
Referendum,” New Zealand Gazette, No.27, 2016.3.30, pp.3-4; f) Alicia Wright (Electoral Commissioner), “2020 Cannabis 
Legalisation and Control Referendum Declaration of Official Results,” New Zealand Gazette, 2020.11.6; g) idem, “2020 End 
of Life Choice Referendum Declaration of Official Results,” New Zealand Gazette, 2020.11.6 等を基に筆者作成。
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４　市民発案による国民投票
（1）概要
　ニュージーランドにおける市民発案による国民投票制度には、①恒久法である 1993 年市民
発案国民投票法（75）により枠組みが定められている、②指示的国民投票として行われるため、
政府が投票結果に拘束されない、③国民投票において投票者に尋ねる設問の内容には特に限定
はないが、二択式である必要がある、といった特徴がある。以下では、同法の規定に基づき、
市民発案による国民投票制度の概要を説明する。
（ⅰ）申請書の代議院への提出
　指示的国民投票の実施を求める申請（petition）を行う者（申請者）は、代議院事務局長（Clerk 
of the House of Representatives）に申請書を提出しなければならない（第 6 条）。代議院事務局
長は、当該提出がなされた場合、官報（代議院事務局長が必要と認める場合には新聞を含む。

�　Citizens Initiated Referenda Act 1993 (1993, No.101)

表６　国旗に関する 1回目の国民投票の結果

代替案
集計 1 集計 2 集計 3 集計 4 

結果
1 位票数 加配票 合計票 加配票 合計票 加配票 合計票 得票率

A 559,587 5,073 564,660 48,499 613,159 57,631 670,790 50.58% 選出
E 580,241 4,201 584,442 22,628 607,070 48,396 655,466 49.42% 不選出

B 122,152 12,409 134,561 14,760 149,321 除外 集計 3
で除外

D 78,925 19,670 98,595 除外 集計 2
で除外

C 52,710 除外 集計 1
で除外

有効投票
総数 1,393,615 1,382,258 1,369,550 1,326,256

加配票 - 41,353 - 85,887 - 106,027 -
非加配票 - 11,357 11,357 12,708 24,065 43,294 67,359
無効票 149,747 - 149,747 - 149,747 - 149,747

無効投票
用紙 3,372 - 3,372 - 3,372 - 3,372

投票総数 1,546,734 52,710 1,546,734 98,595 1,546,734 149,321 1,546,734
絶対多数
得票数 696,808 691,129 684,775 663,128

（注 1）A：Silver Fern (Black, White and Blue)、B：Red Peak、C：Koru、D：Silver Fern (Black and White)、E：Silver 
Fern (Red, White and Blue）をそれぞれ指す。

（注 2）この国民投票の投票結果は次のとおり決定される（2015 年国旗国民投票法附則第 4）。①有効投票総数から非
加配票（各集計時において加配の対象とならない票）の総数を除いたものを 2 倍にした数を「絶対多数得票数」
とする。②この国民投票では、ニュージーランドの国旗の五つの代替案に 1、2、3…と選好順位を付けて投票する
が、このうち 1 を付けた票を数え、その票数が絶対多数得票数と同数以上である代替案があれば、その代替案が
選出される。③②で選出される代替案がなかったときは、1 を付けた票数が最も少ないものを対象から除外する。
④③で除外されたもの以外の代替案につき、2 を付けた票を②の票数に加配し、絶対多数得票数と同数以上である
代替案があれば、その代替案が選出される。⑤④で選出されるものがなかったときは、③と④を繰り返す。この
国民投票の場合、1 を付けた票の数が絶対多数得票数（696,808 票）に届かなかったため、票数が最も少ない C を
除き、A、B、D 及び E に 2 を付けた票の数を加配した。しかし、絶対多数得票数（691,129 票）を得た代替案が
なかったので、票数が最も少ない D を除き、A、B 及び E に 3 を付けた票数を加算した。しかし、それでも絶対多
数得票数（684,775 票）を得た代替案がなかったので、票数が最も少ない B を除外した。そして、残った AE に 4
を付けた票を加算したところ、A が絶対多数得票数（663,128 票）を超える 670,790 票を得たため、A が選出された。

（出典）Robert Peden (Returning Officer), “Declaration of Result of First Flag Referendum,” New Zealand Gazette, No.139, 
2015.12.15, pp.3-4 を基に筆者作成。



国立国会図書館 調査及び立法考査局

ニュージーランドの国民投票制度

124　　 レファレンス　851 号　2021. 11

以下「官報等」）において、①投票者に尋ねる二択式の設問の文案及び②当該文案についての
意見を募集する旨を公告し（第 7 条）、その上で、提出された意見や申請者との協議を踏まえ、
当該国民投票において投票者に提示する正確な設問を、代議院事務局長が当該申請書を受理し
た日から 3 か月後の日までに決定しなければならない（第 11 条）。代議院事務局長は、当該決
定を行った旨を申請者に伝達するとともに、官報等においても公告する（第 13 条）。
（ⅱ）署名の代議院への提出及び申請書の代議院への提出
　この伝達を受けた申請者は、この公告の日から 12 か月後の日までの間、署名を収集するこ
とができ（第 14 条及び第 15 条）、代議院事務局長は、申請者から有権者総数の 10% 以上の署
名を受理したときは、その日から 2 か月後の日までに、当該申請書が所定の要件を満たしてい
るか否かを認証し、要件を満たしているときは、当該申請書を代議院議長（Speaker）に引き
渡す（第 18 条）。引渡しを受けた代議院議長は、直ちに、当該申請書を受理した旨を代議院に
伝達するとともに、当該申請書を代議院に提出しなければならない（第 21 条）。
（ⅲ）指示的国民投票の実施
　総督は、当該申請書が代議院に提出された日から 1 か月後までに、指示的国民投票を行う日
又は専ら郵便投票による指示的国民投票の実施を、勅令により定めなければならない（第 22
条）。指示的国民投票は、原則として当該申請書の提出日から 12 か月後の日までに行われなけ
ればならない（第 22AA 条及び第 22AB 条）。なお、専ら郵便投票により行う場合の投票期間は、
勅令により総督が指定する金曜日の午後 7 時までの約 22 日間とされている（第 2 条及び 2000
年国民投票（郵便投票）法（76）第 30 条）。

（2）実施例
　市民発案による国民投票は、2021 年 9 月までの時点で 5 件（77）行われた（表 7）。このうち 2
件は専ら郵便投票により行われた。

表７　市民発案による国民投票の結果一覧

実施日 テーマ 有効投票
総数

是とする
得票数

否とする
得票数 出典

1995.12. 2 常勤雇用消防士の数の減員 652,394 79,475
(12.2%)

572,919
(87.8%) a)

1999.10.27 ① * 代議院の定員を 120 人から 99 人に削減 2,059,988 1,678,054
(81.5%)

381,934
(18.5%) b)

1999.10.27 ② * 被害者の要望をより重視した司法制度改革
の実施 2,056,404 1,886,705

(91.7%)
169,699

(8.3%) c)

2009.7.31-
8.21 〒

親のしつけ（good parental correction）として
の平手打ち（smack）を犯罪行為とすること 1,672,296 201,541

(12.1%)
1,470,755

(87.9%) d)

2013.11.22-
12.13 〒

メリディアン・エナジー（Meridian Energy）社、
ジェネシス・パワー社（Genesis Power）社、
ソリッド・エナジー（Solid Energy）社及び
ニュージーランド航空（Air New Zealand）
の株式の 49% を政府が売却すること

1,363,173 442,985
(32.4%)

920,188
(67.5%) e)

（凡例）* は総選挙と同時に行った国民投票を、〒は専ら郵便投票により行った国民投票を、（　）は有効投票総数
に対する割合（小数点第 2 位以下四捨五入）を、それぞれ示す。

（出典）a) Roger Blakeley (Clerk of the Writs), “Results of the Citizens Initiated Referendum,” New Zealand Gazette, 1996.1.29, 
p.296; b) idem, “Results of the Citizens Initiated Referendum,” New Zealand Gazette, No.46, 2000.5.4, p.1018; c) idem, 
“Results of the Citizens Initiated Referendum,” New Zealand Gazette, No.46, 2000.5.4, pp.1018-1019; d) Robert Peden 
(Returning Officer), “Declaration of Result of Citizens Initiated Referendum,” New Zealand Gazette, No.127, 2009.8.25, 
pp.2906-2907; e) idem, “Declaration of Result of Citizens Initiated Referendum,” New Zealand Gazette, No.170, 2013.12.17, 
pp.4592-4593 を基に筆者作成。
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５　専ら郵便投票により行われる国民投票
　指示的国民投票を専ら郵便投票により行う場合には、政府発案及び市民発案のいずれの場合
においても、2000 年国民投票（郵便投票）法が適用される。ただし、政府発案による国民投
票を行うに当たって制定される法律又は 1993 年市民発案国民投票法に特別の規定が置かれる
ときは、当該規定が適用されることになる。
　ニュージーランドにおいて最初に専ら郵便投票により行われた国民投票は、2000 年国民投
票（郵便投票）法が制定される前の 1997 年強制的退職貯蓄制度国民投票法に基づくものであ
り（3(2)(ⅱ) 参照）、この国民投票では、同法の郵便投票に関する条項（第 29 条～第 44 条）
が適用された。2000 年国民投票（郵便投票）法の制定後は、2009 年及び 2013 年の市民発案に
よる国民投票（表 7 参照）並びに 2015 年及び 2016 年の政府発案による国民投票（表 5 参照）
の計 4 件が、専ら郵便投票により行われている。
　2000 年国民投票（郵便投票）法は、①専ら郵便投票により行うことを総督が勅令で指定し
た国民投票に同法が適用され（第 5 条）、②政府発案による国民投票の場合の設問及び回答の
文言は総督の勅令により規定され、市民発案による国民投票の場合は 1993 年市民発案国民投
票法第 13 条に基づき公告された文言とされ（第 6 条）、③勅令により総督が指定する金曜日の
午後 7 時までの約 22 日間を投票期間とし（第 30 条）、④離島地域や漁船乗組員の有権者が一
定の要件を満たす場合には、ファクシミリ又は口述（dictation）の投票が認められ（第 35 条）、
⑤争議行為（industrial action）、自然災害等の場合には投票期間の 14 日を上限とする延長が認
められ（第 37 条）、⑥選挙管理官が国民投票の結果を公告すること（第 49 条）等を、それぞ
れ規定する。

Ⅱ　ニュージーランドの国民投票制度における広告規制

　本章では、政府発案、市民発案及び専ら郵便投票により行われる国民投票それぞれにおける
広告規制の規定を概説した上で、直近の国民投票の事例である 2020 年の国民投票につき、
2019 年国民投票枠組法における広告規制の導入に関する検討経過及び 2020 年の国民投票の実
施結果を踏まえて解説する。

１　概要
（1）政府発案の場合：2019 年国民投票枠組法における広告規制
　ここでは、政府発案の国民投票の実施を定める法律のうち、2020 年 10 月実施の国民投票の
根拠法である、2019 年国民投票枠組法における広告規制について概説する（78）。

�　Referenda (Postal Voting) Act 2000 (2000, No.48)
�　“Historical Events,” Democracy in NZ. Electoral Commission website <https://elections.nz/democracy-in-nz/historical-

events/>
�　2019 年国民投票枠組法における広告規制の概要については、南部　前掲注⑸において、日本の国民投票法制に
おける国民投票運動と比較して論じられている。
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（ⅰ）規制の適用地域の範囲
　規制は、国民投票広告（referendum advertisement）の広告主（promoter of the advertisement）（79）

がニュージーランド国内に滞在するときはニュージーランド国内外で適用され、ニュージーラ
ンド国外に滞在するときはニュージーランド国内に限って適用される（第 36 条）。これにより、
国外の広告主による広告活動についても、広告規制の対象となる。
（ⅱ）規制の対象となる国民投票広告
　媒体を問わず、有権者が国民投票において特定の選択肢（a particular way）に投票し、又は
投票しないことを促進し、又は説得する（encourage or persuade）ものと合理的にみなされるも
のであって、国民投票の実施を定めた法令の規定が発効する日から国民投票の投票日の前日ま
での期間（国民投票期間）に公表（80）される国民投票広告を規制の対象とする（第 39 条）（81）。
このため、放送、新聞や雑誌の紙（誌）面、ウェブ媒体を問わず、当該期間において国民投票
広告を公表すれば、全て規制の対象となる。
（ⅲ）広告主の氏名及び住所の表記義務
　国民投票期間中に国民投票広告を公表する場合、広告主の氏名及び住所を明確に表記（音声
による場合は他の部分よりも聞き取りにくくならないように発声）しなければならず（第 52
条）、故意に違反した場合、4 万ニュージーランド・ドル（以下「NZドル」）（約 308 万円）（82）

以下の罰金刑に処せられる（第 75 条及び第 82 条第 (2) 項）。
（ⅳ）規制の対象となる支出の範囲
　国民投票支出（referendum expenses）とは、国民投票広告の準備、デザイン、編集、印刷、
郵送料及び公表に必要な費用等を含み、世論調査の実施費用、非営利目的の広告掲示に係る費
用、無償労働に係る労働の価値を金銭に換算した費用、破損等に伴う広告の取替費用、無償で
の車両の使用の価値を金銭に換算した費用を含まないものをいう（第 40 条）。また、この国民
投票支出を負担できるのは、広告主か、負担することを広告主から承認されている者に限定さ
れ（第 46 条）、それ以外の者が負担することは禁止されている。これに違反すると、故意によ
るときは 2 年以下の拘禁刑（imprisonment）若しくは 10 万 NZドル（約 770 万円）以下の罰金
刑又はこれらの併科に（第 77 条第 (1) 項及び第 82 条第 (1) 項）、故意でないときは 4 万 NZド
ル（約 308 万円）以下の罰金刑に、それぞれ処せられる（第 77 条第 (2) 項及び第 82 条第 (2) 項）。

�　国民投票広告を開始し、又は先導する（initiate or instigate）者をいう（第 38 条）。
�　あらゆる媒体での展示、あらゆる方法での配布、配達、ある場所への放置、郵送等による送付、あらゆる方法
での放送、インターネットその他の電子媒体による拡散、公衆に利用可能な方法による電子的な蓄積、コンピュー
タを用いた方法による機器への組入れ、フィルム又はビデオへの挿入を含み、対面による 1 人以上への演説によ
るものを含まない（第 41 条）。

�　ただし、①公的に行われるもの、② a) 逐次刊行物（国民投票の活動に無関係の目的で発行された、定期的に刊
行されるか一般的に公衆が利用可能な新聞又は雑誌（第 39 条第 (3) 項））、b) ラジオ又はテレビの番組及び c) ニュー
スメディアのインターネットサイトに掲載されたもの、③国民投票の特定の選択肢に投票し、又は投票しないこ
とを促進せず、又は促進していないと合理的にみなされるもの、④代議院における審議の放送（生放送か否かは
問わない。）、⑤個人による個人的な政治的見解をインターネット等の電子メディアに無報酬で公表するもの、⑥そ
の他命令により除外することとされたものについては、国民投票広告から除外される（同条第 (2) 項）。

�　1NZ ドルは約 77 円。令和 3 年 9 月分報告省令レートに基づく（以下同じ）。



国立国会図書館 調査及び立法考査局

ニュージーランドの国民投票制度

レファレンス　851 号　2021. 11 　　127

（ⅴ）規制の対象となる期間
　さらに、広告規制の対象となる期間（以下「規制期間」）は、総選挙における規制期間と同
一期間とされ（第 42 条）、その期間は、①首相が公告を行った日の翌日又は②投票日の前日の
3 か月前から、投票日の前日までの間とされる（1993 年選挙法第 3B 条）。2020 年の国民投票
では、このうち①が適用され、2020 年 8 月 18 日から 10 月 16 日までの約 2 か月間が規制期間
とされた（83）。
（ⅵ）登録広告主制度
　広告主は、その氏名又は名称及びその連絡先を選挙委員会に登録することにより「登録広告
主（registered promoter）」になることができる（第 54条及び第55条）。なお、在外外国人等（overseas 
person）（84）は対象から除外されている（第 54 条第 (2) 項）。
　登録広告主の登録が行われた登録簿は、電子的に調製され（第 63 条）、選挙委員会の事務所
において無料で閲覧でき、さらに有料で謄本又は抄本を入手することができる（第 65 条）。な
お、この登録は、国民投票の結果が公告された日の 6 か月後に終了する（第 60 条）。
（ⅶ）国民投票支出の上限額
　規制期間中に公表される国民投票広告に係る国民投票支出の上限額は、登録広告主か否かで
異なる。登録広告主の上限額は 338,000NZドル（約 2603 万円）（85）であり（第 45 条及び 1993 年
選挙法第 206V 条）、登録広告主でない者の上限額は 13,600NZドル（約 105 万円）（86）である（第
44 条 (b) 号及び 1993 年選挙法第 204B 条第 (1) 項 (d) 号）。これらの上限額を超える額を支出等
した場合、登録広告主が故意に行ったときは、2 年以下の拘禁刑若しくは 10 万 NZドル（約
770 万円）以下の罰金刑又はこれらの併科に（第 78 条及び第 82 条第 (1) 項）、故意でないとき
は、4 万 NZドル（約 308 万円）以下の罰金刑に（第 75 条 (a) 号、第 78 条及び第 82 条第 (2) 項）、
それぞれ処せられる。
　なお、これらの上限額を超えることを回避する目的で他の者と契約の締結等を行うことや、
2 以上の法人又は非法人団体を合併させ、又は組織することは禁止されており、これに違反す
ると、登録広告主の場合は 2 年以下の拘禁刑若しくは 10 万 NZドル（約 770 万円）以下の罰
金刑又はこれらの併科に（第 78 条第 (3) 項及び第 82 条第 (1) 項）、登録広告主でない場合は 4
万 NZドル（約 308 万円）以下の罰金刑に（第 76 条及び第 82 条第 (2) 項）、それぞれ処せられる。
　2020 年の国民投票のように複数の政策課題に関して実施される国民投票の場合、この支出
額の算定は、個々の課題ごとに分割して行うこととされる。したがって、例えば、大麻合法化
法案に係る国民投票及び終末期選択法の施行に係る国民投票に、それぞれ 8,000NZドル（約
616,000 円）を支出することは、登録広告主でなくても許容されることになる（87）。他方、それ
ぞれの国民投票ごとに分割できない性質の費用の場合は、当該費用を分割せずに全額をそれぞ

�　Alicia Wright (Chief Electoral Officer), “Regulated Period for the 2020 General Election,” New Zealand Gazette, 
2020.8.24.

�　①ニュージーランド国外の在住者であって、かつ、a) ニュージーランド市民（New Zealand citizen）でない者若
しくは b) ニュージーランドで有権者登録をしていない者、②ニュージーランド国外で法人化された法人（body 
corporate）又は③ニュージーランド国外に本部若しくは主要な事業拠点を有する非法人団体（unincorporated 
body）をいう（第 54 条第 (2) 項）。

�　なお、2021 年 7 月 1 日から、343,000NZドル（約 2641 万円）に増額された。
�　なお、2021 年 7 月 1 日から、13,800NZドル（約 106 万円）に増額された。
�　“Spending more than $13,600 means you needed to register,” About referendum advertising. Electoral Commission website 
<https://elections.nz/guidance-and-rules/referendums/about-referendum-advertising/>
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れの国民投票支出として算入することとされる。したがって、例えば、大麻合法化法案に係る
国民投票及び終末期選択法の施行に係る国民投票の双方のための 1,000NZドル（約 77,000 円）
の看板（billboard）に係る支出は、それぞれの国民投票支出に 1,000NZドルとして算定される
ことになる（88）。
（ⅷ）国民投票支出に係る広告主の義務
　広告主は、規制期間内の国民投票広告に係る費用を立証するための書類を、総選挙の投票日
（再投票の場合は、投票結果の公告日）の 3 年後の日まで保存する義務を負う（第 51 条）。合
理的な理由なくこの義務に違反する者は、4 万 NZドル（約 308 万円）以下の罰金刑に処せら
れる（第 79 条及び第 80 条）。登録広告主については、国民投票支出に関して発生した 50NZ
ドル（約 3,850 円）以上の支出について、明細が記された請求書及び領収書によって証明する
ことが義務付けられ（第 71 条）、さらに、規制期間における国民投票広告に係る支出が 10 万
NZ ドル（約 770 万円）を超える登録広告主については、投票日から 70 就業日（working day）
後までに、国民投票広告に係る費用の報告書を選挙委員会に提出することが義務付けられてい
る（第 72 条）。これに違反すると、合理的な理由がある場合を除き、4 万 NZドル（約 308 万円）
以下の罰金刑に処せられる（第 81 条第 (1) 項）。なお、重要事項の記載内容に誤りがある場合は、
故意によるときは 2 年以下の拘禁刑若しくは 10 万 NZドル（約 770 万円）以下の罰金刑又は
これらの併科に処せられ（第 81 条第 (2) 項 (a) 号及び第 82 条第 (1) 項）、故意でないときは記
載内容の正確性を確保するための合理的な手順を踏んだこと等を立証しない限り、4 万 NZド
ル（約 308 万円）以下の罰金刑に処せられる（第 81 条第 (2) 項 (b) 号及び第 82 条第 (2) 項）。
　選挙委員会は、提出された報告書の謄本を作成し、この謄本を、当該報告書を選挙委員会が
受理した日の 3 就業日後から次の総選挙の投票日までの間、公衆の閲覧に供することとされる
（第 74 条）。また、選挙委員会がその記載に虚偽又は誤解させるような情報が含まれると信じ
る相当な理由があるときは、登録広告主の負担で監査人（auditor）による報告書の入手を命じ
ることができる（第 73 条第 (1) 項）。

（2）市民発案の場合：1993 年市民発案国民投票法における広告規制
　1993 年市民発案国民投票法では、宣伝（publicity）という章（第 3 章）を置き、その中で様々
な規制を規定する。以下ではこの規制について説明する。
（ⅰ）規制の対象となる国民投票広告
　国民投票の申請に関連して、又は国民投票の設問への回答の一つを促進するために用いられ、
又は用いられると考えられる広告であって、新聞、逐次刊行物、ポスター・ちらしに掲載し、
又はラジオ局若しくはテレビ局から放送するものを、規制対象の国民投票広告とする（第 41
条第 (1) 項）。このため、インターネット広告は規制の対象外となる。

�　ibid.
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（ⅱ）登録広告主制度
　指示的国民投票期間（89）（専ら郵便投票により行われる場合は 2000 年国民投票（郵便投票）
法に規定する投票期間（90））に国民投票広告を公表するときは、広告主の実名及び住所を表示
しなければならないとする（第 41 条第 (1) 項）。故意に違反した場合、1 万 NZドル（約 77 万円）
以下の罰金刑に処せられる（第 41 条第 (3) 項及び 1993 年選挙法第 224 条第 (2) 項 (c) 号）。な
おこの規定は、マスメディアにおける国民投票に関するニュース又は意見を公表することを妨
げるものではない（第 41 条第 (4) 項）。
（ⅲ）国民投票支出の上限額
　国民投票広告に対し、5 万 NZドル（約 385 万円）超の支出をすることが禁止される。故意
に違反した場合、2 万 NZドル（約 154 万円）以下の罰金刑に処せられる（第 42 条）。
（ⅳ）国民投票広告に係る支出における広告主の義務
　広告主は、国民投票に係る広告に関する選挙委員会への報告書を、申請が失効した日又は投
票結果が公告された日の翌日から 1 か月以内に作成しなければならず（第 43 条第 (1A) 項）、
合理的な理由なく違反した場合、2 万 NZドル（約 154 万円）以下の罰金刑に処せられる（同
条第 (3) 項）。重要事項の記載内容に誤りがある場合は、故意によるときは 1 年以下の拘禁刑
若しくは 2 万 NZドル（約 154 万円）以下の罰金刑又はこれらの併科に、故意でないときは記
載内容の正確性を確保するための合理的な手順を踏んだこと等を立証しない限り 2 万 NZドル
（約 154 万円）以下の罰金刑に、それぞれ処せられる（同条第 (4) 項）。
　なお、この報告書は、選挙委員会が受理した日の翌日から 5 年間、選挙委員会の事務所又は
選挙委員会が指定する場所において保管することとされており、当該期間内は、公衆の閲覧に
供することとされている。この 5 年間が経過した場合、選挙委員会は当該報告書を廃棄しなけ
ればならない（第 45 条）。

（3）専ら郵便投票の場合：2015 年国旗国民投票法における広告規制
　ここでは、専ら郵便投票により行われた国民投票における広告規制の直近の例として、2015
年国旗国民投票法における広告規制について説明する。
（ⅰ）規制の対象となる国民投票広告
　2015 年国旗国民投票法では、国民投票広告を「有権者が国民投票に投票し、又は投票しな
いことを促進し、又は説得するものと合理的にみなされるものであって」2015 年国旗国民投
票法の施行日から 2 回目の国旗国民投票の投票期間の終了日までの間に、①ラジオ若しくはテ
レビによる放送、②掲示板（電子掲示板を含む。）への掲示、③新聞、雑誌への印刷又は④配布（91）

を目的とした印刷業者等による小冊子、パンフレット、ちらし、ビラ若しくはポスターの印刷
を行うことにより、公表することと規定した上で、①国民投票広報委員会（panel）、官庁（agency）
又は選挙委員会の広告であって、これらの者を示す表示又はシンボルが含まれているもの、②逐

�　当該国民投票における正確な設問を代議院事務局長が決定した旨を官報等で公告した日の翌日から投票日の前
日までの期間をいう（第 41 条第 (2) 項）。

�　勅令により総督が指定する金曜日の 21 日前の日から当該金曜日の午後 7 時までの期間をいう（第 2 条及び
2000 年国民投票（郵便投票）法第 30 条）。

�　この「配布」には、①公共の場所に展示又は放置すること、②住所に向けて配達すること、③郵送その他の方
法により送付すること及び④回覧することを含むとされていた（第 63 条第 (4) 項）。
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次刊行物並びにラジオ及びテレビの番組として編集されたもの、③現在のニュージーランド国
旗、代替となる国旗のデザイン又は関連するシンボルの表示であって、国民投票の投票を促進
させるような文言又はイメージを伴わずに公表されているもの、④代議院における審議の放送
（生放送か否かは問わない。）並びに⑤インターネット上のあらゆる出版物を、対象から除外す
る（第 63 条）。
（ⅱ）広告主の氏名及び住所の表記義務
　2015 年国旗国民投票法では、国民投票広告を公表しようとするときは、広告主の氏名及び
住所を明確に表示（ラジオ放送による場合は他の部分よりも聞き取りにくくならないように発
声）しなければならない（第 64 条）とした上で、故意に違反した場合、4 万 NZ ドル（約 308
万円）以下の罰金刑に処する（第 65 条）ことを規定する。

（4）各法における広告規制のまとめ
　このように、各法における広告規制及び罰則には差異がある。これを一覧にすると表 8 のと
おりとなる。
　このように、ニュージーランドにおける国民投票広告の規制は、国民投票広告への広告主の
氏名等表示義務及び支出報告書の提出による支出の透明化並びに支出上限額の設定という手法
が採られており、外国人による広告に対する規制も、2019 年国民投票枠組法において、在外
外国人等による国民投票支出の上限額を低く設定する手法だけを採っていることが分かる。ま
た、1993 年市民発案国民投票法における広告規制は、2019 年国民投票枠組法の制定後も国民
投票支出の上限額を低い額のままの設定を維持する一方、外国人への規制や支出関係書類の保
存義務を設けていない。ただし、支出額にかかわらず、国民投票広告の広告主には、国民投票
広告に係る費用の報告書の提出義務が課せられる。なお、専ら郵便投票により行われる国民投
票法制の場合には、広告主には氏名等表示義務しか課せられておらず、ほぼ自由に国民投票広
告を公表することができた。
　さらに、インターネット広告を規制対象としているのは、2019 年国民投票枠組法だけであ
ることも特徴的である。2015 年国旗国民投票法がインターネット広告を規制対象としていな
かったことについて選挙委員会は、国民運動の広告に関する苦情はほとんど見られず、ソーシャ
ルメディアが規制対象外であったことで、一般市民や関係団体等がソーシャルメディア上で自
由に討論し、意見を表明することができたと肯定的に評価している（92）。

２　2020 年の国民投票における広告規制
（1）2019 年国民投票枠組法における広告規制の導入の検討
　2019 年国民投票枠組法の制定に当たり、司法省は、2020 年の総選挙と同時に行われる国民
投票における国民投票広告の規制に関する内閣の決定を支援する目的で、「影響評価書：2020
年総選挙の際の国民投票広告」と題する資料（93）（以下「評価書」）を作成した。その中で国民

�　Electoral Commission, Report of the Electoral Commission on the first and second referendums on the New Zealand Flag, 
2016.5.26, p.11. <https://elections.nz/assets/2015-and-2016-flag-referendums/report-on-the-2015-and-2016-flag-
referendums.pdf>

�　Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13. <https://www.justice.govt.nz/assets/
Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf>



国立国会図書館 調査及び立法考査局

ニュージーランドの国民投票制度

レファレンス　851 号　2021. 11 　　131

表８　国民投票法制ごとの広告規制の内容及び違反時の罰則

内容 政府発案：2019 年国民投票枠組法 市民発案：
1993 年市民発案国民投票法

専ら郵便投票：
2015 年国旗国民投票法

広告の表
示の際の
広告主の
表記義務

あり（氏名・住所）（第 52 条）
【罰則】
故意犯：4 万 NZドル以下の罰金刑（第 75
条及び第 82 条第 (2) 項）

あり（実名・住所）（第 41 条
第 (1) 項）
【罰則】
故意犯：1 万 NZ ドル以下の罰
金刑（第 41 条第 (3) 項及び 1993
年選挙法第 224条第 (2)項 (c)号）

あり（氏名・住所）（第 64 条）
【罰則】
故意犯：4 万 NZ ドル以下
の罰金刑（第 65 条）

広告主等
以外の者
による国
民投票支
出の負担
制限

あり（第 46 条）
【罰則】
故意犯：2 年以下の拘禁刑若しくは 10 万
NZドル以下の罰金刑又はこれらの併科（第
77 条第 (1) 項及び第 82 条第 (1) 項）
その他：4 万 NZドル以下の罰金刑（第 77
条第 (2) 項及び第 82 条第 (2) 項）

なし なし

国民投票
支出の上
限額

登録広告主：343,000NZドル（第 45 条及
び 1993 年選挙法第 206V 条）（注1）

それ以外：13,800NZドル（第 44 条 (b) 号
及び 1993 年選挙法第 204B 条第 (1) 項 (d)
号）（注2）

【罰則】
故意犯：2 年以下の拘禁刑若しくは 10 万
NZドル以下の罰金刑又はこれらの併科（第
78 条及び第 82 条第 (1) 項）
その他：4 万 NZドル以下の罰金刑（第 75
条 (a) 号、第 78 条及び第 82 条第 (2) 項）

5 万 NZドル（第 42 条）
【罰則】
故意犯の場合、2 万 NZ ドル以
下の罰金刑（第 42 条）

なし

外国人に
よる国民
投票広告
の制限

在外外国人等については、登録広告主の
登録ができないため（第 54 条）、支出が
13,800NZドルまでに制限される（注2）。 なし なし

広告費用
の証拠書
類の保存

投票日の 3 年後の日までの保存義務を負
う（第 51 条）。
【罰則】
合理的な理由なく違反した場合、4 万 NZ
ドル以下の罰金刑（第 79 条及び第 80 条）
登録広告主は 50NZドル以上の支出につい
て明細が記された請求書・領収書により
証明する義務がある（第 71 条）。

なし なし

国民投票
広告に係
る費用の
報告書の
提出

規制期間における国民投票広告に係る支
出が 10 万 NZドルを超える広告主が対象
【罰則】
合理的な理由なく違反した場合、4 万 NZ
ドル以下の罰金刑（第 81 条第 (1) 項）
重要事項の記載内容に誤りがある場合、
故意犯は 2 年以下の拘禁刑若しくは 10 万
NZドル以下の罰金刑又はこれらの併科（第
81 条第 (2) 項 (a) 号及び第 82 条第 (1) 項）、
それ以外は記載内容の正確性を確保する
ために合理的な手段を踏んだことを立証
しない限り、4 万 NZ ドル以下の罰金刑に
処せられる（第 81 条第 (2) 項 (b) 号及び第
82 条第 (2) 項）。

申請が失効した日又は投票結
果が公告された日の翌日から
1 か月以内に作成する義務あ
り（第 43 条第 (1A) 項）
【罰則】
合理的な理由なく違反した場
合、2 万 NZドル以下の罰金刑

（第 43 条第 (3) 項）
重要事項の記載内容に誤りが
ある場合、故意犯は 1 年以下
の拘禁刑若しくは 2 万 NZドル
以下の罰金刑又はこれらの併
科、それ以外は記載内容の正
確性を確保するために合理的
な手段を踏んだことを立証し
ない限り、2 万 NZドル以下の
罰金刑に処せられる（第 43 条
第 (4) 項）。

なし

インター
ネット広告
を規制対
象とする
かどうか

対象（第 39 条） 対象外（第 41 条第 (1) 項） 対象外（第 63条第 (2)項 (e)号）

（注 1）2021 年 7 月 1 日の改正前は、338,000NZドルであったことから、2020 年の国民投票の際には、338,000NZド
ルが上限であった。

（注 2）2021 年 7 月 1 日の改正前は、13,600NZドルであったことから、2020 年の国民投票の際には、13,600NZドル
が上限であった。

（出典）2019 年国民投票枠組法、1993 年市民発案国民投票法及び 2015 年国旗国民投票法の規定を基に筆者作成。
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投票広告の規制に当たって四つの論点を設定し、それぞれに採り得る選択肢を示した上で得失
を分析し、望ましい規制について提案した。2019 年国民投票枠組法では、この提案に沿った
規制が導入されていることから、本節では、評価書を基に、同法における国民投票の広告規制
の意義やその検討内容について説明する。
（ⅰ）前例となる制度の分析
　評価書では、現時点では適用できる国民投票広告に係る規制は存在しないという現状を確認
した上で、参照できる他のアプローチとして、1993 年市民発案国民投票法、1997 年強制的退
職貯蓄制度国民投票法、2010 年選挙国民投票法及び 2015 年国旗国民投票法、さらに、選挙に
係る広告規制を規定する 1993 年選挙法を挙げ、これらの法律における国民投票の広告規制を
比較するため、次のような表（表 9）を掲載している。

表９　各法制度における国民投票の広告規制の比較表
法律 広告主の表示 選挙委員会への登録 経費の公開 支出上限額

1993 年選挙法 ✔
第三者である広告主
が一定額以上支出す
る場合

全ての政党及び候補
者
第三者である広告主
が 10 万 NZ ドルを超
えて支出した場合

候補者、政党及び第
三者である広告主に
上限額を設定

1993 年市民発案国民投票法 ✔ （なし） 全ての広告主 5 万 NZドル
1997 年強制的退職貯蓄制度
国民投票法 ✔ （なし） （なし） （なし）

2010 年選挙国民投票法 ✔
12,000NZドルを超え
る支出を行う場合

支出額が 10 万 NZド
ルを超えた場合 30 万 NZドル

2015 年国旗国民投票法 ✔ （なし） （なし） （なし）
（凡例）✔は、広告主の表示義務が課せられていることを示す。
（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13, p.7. <https://www.justice.govt.

nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。

　また評価書は、国民投票広告の範囲を定めるため、1993 年選挙法における選挙広告（election 
advertising）の定義を紹介する。すなわち「1993 年選挙法には、投票者が候補者又は政党に投
票し、又は投票しないことを促進し、又は説得するものと合理的にみなされる、あらゆる媒体
での広告としての選挙広告の定義が含まれる」とし、①選挙の実施に関係し、選挙委員会その
他の政府機関により承認された広告、②逐次刊行物、ラジオ若しくはテレビの番組、ニュース
メディア又はインターネットサイトの編集コンテンツ、③国会議員の連絡先情報、④代議院に
おける審議のあらゆる放送及び⑤インターネット（又はその他の電子媒体）上に無報酬で表明
された個人的な見解を除外することを紹介する（94）。
（ⅱ）検討の前提条件の提示
　次に評価書は、今回の国民投票の広告規制の検討の前提条件を提示する。すなわち、今回の
国民投票が 2020 年の総選挙と同時に行われることから、選挙委員会による事務の円滑な実施
と、総選挙と国民投票の双方の運動に関わる広告主のためには、選挙と国民投票の双方の規則
が整合していることが非常に望ましいとする（95）。

�　ibid., pp.6-7.
�　ibid., p.8.
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　また、2020 年の総選挙まで時間的余裕が余りないことを踏まえ、これまでニュージーラン
ドで採用されなかった方策、例えば、第三者の広告主への寄附の公開は、実現可能性を危うく
するとして、検討対象から除外し、これまで採用してきた四つの方策に絞って検討することと
している（96）。この四つの方策とは、①広告への広告主の氏名等の表示義務、②国民投票広告
に一定額以上を支出しようとする広告主の登録義務、③②で登録された広告主が一定額以上支
出した経費の公開及び④国民投票広告への支出上限額の設定である（97）。
　なお評価書では、国民投票の広告規制を行わない場合であっても、広告基準機構（Advertising 
Standards Authority）（98）が制定する「広告基準規約（Advertising Standards Code）」（99）とそのガイ
ドラインが適用されることを紹介している（100）。
（ⅲ）インターネット広告を規制対象とすることについての分析
　続けて評価書は、国民投票広告の定義の分析を行っている。2010 年選挙国民投票法では、
1993 年選挙法における選挙広告の定義に基づき国民投票広告を定義していたことを反映して
インターネット等による広告も対象に含めていた一方、2015 年国旗国民投票法が国旗という
ほとんど商業的利益を生じない問題に関して専ら郵便投票により行われる国民投票という性質
を重視して、一般公衆の参加への障壁を減らすべきであるとの考えから、インターネット上の
あらゆる出版物を規制対象から除外したことを紹介している（101）。なお、この除外については、
前述（1(4)）のとおり、このお陰で一般市民や関係団体等がソーシャルメディア上で自由に討
論し、意見を表明することができたと選挙委員会が総括している。
　そして評価書は、インターネット等による広告を国民投票広告の定義に含めるか否かにつき、
それぞれの長所及び短所を挙げている（102）。これをまとめると、表 10 のとおりとなる。

表 10　インターネット広告を国民投票広告に含める場合と含めない場合の長所と短所
長所 短所

インターネッ
ト広告を含め
る場合

・広告の透明性が向上すること。
・選挙法と整合していること。
・ 全ての種類の媒体を平等に扱ってい
ること。

・ 国民投票の広告を公表していると認識していない個人に
よる小規模の広告まで捕捉してしまうこと。

・ 意見表明及び参加の自由に対する障壁ができてしまうこ
と。

インターネッ
ト広告を含め
ない場合

・ 国民投票の広告を公表していると認
識していない個人による小規模の広
告まで捕捉する可能性が低いこと。

・ 全ての国民投票に係る運動の関係者
が、インターネットで自由に宣伝で
きることを可能とすること。

・ インターネット広告に対して透明性がなく、潜在的に外
国からの干渉の問題があること。

・ 選挙法の規則と整合していないことから、選挙と国民投
票の両方の運動を行っている者に混乱を起こしてしまう
可能性があること。

・ 著しい支出及び伝達範囲が広いインターネット広告につ
いて、その広告主に対する透明性がないという不完全な
規制になってしまうこと。

・ 資金が豊富な広告主及びインターネット上で存在感が高
い広告主がインターネット広告を充満させ、そうでない
広告主の存在をかき消してしまうおそれがあること。

・ 他の旧来の媒体を好んで使う広告主や投票者に不当な不
利益をもたらすこと。

（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.3, pp.9-10. <https://www.justice.govt. 
nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。

�　ibid.
�　ibid., pp.10-11.
�　ニュージーランドにおける広告自主規制機関。広告業界、新聞業界、放送業界等のマスメディア業界の団体に
より、前身の機関である広告業委員会（Committee of Advertising Practice）が 1973 年に設立され、1990 年に現在
の名称となった。”About us.” Advertising Standards Authority website <https://www.asa.co.nz/about-us/> 

�　“Advertising Standards Code.” ibid. <https://www.asa.co.nz/codes/codes/advertising-standards-code/>
(100)　Ministry of Justice, op.cit.�, p.9.
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　ただし、インターネット広告を国民投票広告に含める場合には、言論の自由やソーシャルメ
ディアでの意見交換や意見の共有の権利を保障するため、1993 年選挙法と同様に「インター
ネット（又はその他の電子媒体）上に無報酬で表明された個人的な見解」を除外すべきである
とする。ただ、この場合であっても、特定のウェブサイトや SNS で結成しているグループと
して広告を表示する等のときは、国民投票広告に該当するとしている（103）。
（ⅳ）規制方策の分析
　以上を踏まえた上で、評価書は、規制方策の分析を行い、前述の四つの方策を組み合わせた
①低レベル、②中レベル及び③高レベルの三通りの規制方策を設定し、それぞれの長所及び短
所を挙げている（104）。これをまとめると、表 11 のとおりとなる。

表 11　国民投票広告規制の比較
レベル 低レベル 中レベル 高レベル

規制の
内容

（ⅰ） 広告への広告主の氏
名等の表示義務

＊  2015 年国旗国民投票法
が採用

（ⅰ） 広告への広告主の氏名等の表示
義務

（ⅱ） 国民投票広告に一定額以上を支
出しようとする広告主の登録義務

（ⅲ）  （ⅱ）で登録された広告主が一定
額以上支出した経費の公開

（ⅰ） 広告への広告主の氏名等の表示
義務

（ⅱ） 国民投票広告に一定額以上を支
出しようとする広告主の登録義務

（ⅲ）  （ⅱ）で登録された広告主が一定
額以上支出した経費の公開

（ⅳ） 国民投票広告への支出上限額の
設定

＊  1993 年選挙法及び 2010 年選挙国
民投票法が採用

長所

・ 公開討論（public debate）
における意見表明及び
参加の自由に対する障
壁が最小限となること。

・ 法令遵守及び運用に係る
費用が最小限となるこ
と。

・ 上記（ⅰ）及び（ⅲ）による透明
性の向上

・ 中小規模の国民投票運動の主体で
も、登録及び支出報告書の作成と
いった事務負担なしに広告を出す
ことができること。

・ 国民投票運動の主体による広告支
出の規模に財政的な上限がないこ
と。

・最高度の透明性
・ 公開討論の間及びその後における
支出の影響の理解に役立つこと。

・ 公的機関による投票者向け情報の
広報（選挙委員会による投票者の
登録及び啓発の広報を含む。）が他
の広報にかき消されないよう確保
することに資すること。

・ アクセスの公平性：高価な放送メ
ディアの使用を抑制すること。

短所

・ 透明性が低く、広告主の
身元が公衆の視線にさ
らされること。

・ 裕福な利害関係者が国民
投票の結果を左右する
可能性があること。

・ 大規模な国民投票運動の
主体による高レベルの
広告が小規模の国民投
票運動主体による広告
をかき消してしまう可
能性があること。

・ 透明性が中程度である（公衆は登
録広告主を確認できるが、支出の
内訳は国民投票終了後にしか確認
できない。）にもかかわらず事務負
担が増大すること。

・ 大規模な広告主及び選挙委員会に法
令遵守のための経費がかかること。

・ 適用されることになる国民投票広
告の規則と選挙の規則の差異が複
雑さを加えること。

・ 大規模な国民投票運動の主体によ
る高レベルの広告が小規模の国民
投票運動主体による広告をかき消
してしまう可能性があること。

・ 意見表明の自由に対する具体的な
制約となること。ただし、上限額
の設定によっては、制約対象はか
なり大規模な広告主だけとなる。

・ 広告に関する支出の制限により重
要な公開情報源が縮減する可能性
があること。

・ 経費の公開に関する運用及び法令
遵守の経費がかかること（ただし、
これにより支出を制限しやすくな
り、また、総選挙の規則と整合す
る。）。

（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13, pp.11-12. <https://www.justice.
govt.nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。

(101)　ibid.
(102)　ibid., pp.9-10.
(103)　ibid., p.10.
(104)　ibid., pp.11-12.
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　また、中レベルと高レベルを選択する場合に決定が必要な事項として、①選挙と国民投票の
双方の内容に関する広告（以下「二重広告」）に支出した場合の計上方法（二重広告の支出の
全額を各経費に計上する案と「公正かつ合理的な基準（fair and reasonable basis）」に基づき各
経費に分配し、その分配額のみを計上する案）、②広告主の登録（ii）及び経費の公開（iii）に
おける「一定額」の設定（総選挙に合わせて（ii）を 12,000NZドル（約 92 万円）、（iii）を 10
万 NZドル（約 770 万円）とする案と、全ての広告主に登録及び全ての支出の報告を義務付け
る案）、③支出上限額の設定（iv）（総選挙における第三者の広告主の支出上限額である 33 万
NZドル（約 2541 万円）とする案と政党の支出上限額である 1,169,000NZドル（約 9001 万円）
とする案）の 3 項目を挙げ、それぞれの案の長所及び短所を挙げている（105）。
（ⅴ）各要素の分析と影響評価
　その上で評価書は、情報のアクセシビリティ（Accessibility of Information）、透明性
（Transparency）及び既存システムとの整合性（Alignment with Existing System）の三つの基準を
設定し、広告規制の各要素（①インターネット広告を規制対象に含めるか、②広告規制のレベ
ル、③二重広告の経費上の扱い、④広告主の登録及び支出の公開における「一定額」の設定並
びに⑤支出の上限額の設定）について、それぞれ分析を行い、現状と比べた場合の影響評価を
行っている（106）。その結果は、表 12 ～表 16 のとおりである。

表 12　インターネット広告を規制の対象に含めること（①）の影響評価
含める 含めない

情報のア
クセシビ
リティ

++  全ての種類の媒体を通じて「媒体中立的に」
公平である。

+  大規模な工作員（larger operative）によりかき
消されるリスクを最小限にすることにより、
幅広い見解を聴取できることを支援する。

－  国民投票運動主体がその見解を述べる際にあ
る程度の障壁が作られてしまう。

 +  幾つかの形態の媒体における公平性を促進する程
度の規制である。

 +  国民投票運動主体がオンラインで広告を公表する
ための制限がないため、障壁がほとんどない。

透明性

++ 広告におけるより高レベルの透明性である。  +  ある程度の透明性はあるが、オンライン広告では
透明性はない。このため、一部の国民投票運動主
体又は影響力の強い外国人の情報発信者（foreign 
influencers）によって悪用される異常事態が発生
する可能性がある。

既存シス
テムとの
整合性

++ 選挙法と整合する。
－  国民投票広告活動に従事していると認識して

いない個人による小規模の広告まで捕捉して
しまう。

 +  国民投票広告を公表していると認識していない個
人による小規模の広告まで捕捉してしまう可能性
が低い。

－ 選挙法の規定と完全には整合していないため、国
民投票運動主体が多少混乱するおそれがある。

総合評価 ＋（現状より優れている） －（現状より劣っている）
（注）++ 非常に優れている／ + 優れている／ 0　同じ／－劣っている／－－非常に劣っている
（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13, p.17. <https://www.justice.govt.

nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。

(105)　ibid., pp.12-14.
(106)　ibid., pp.15-16.
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表 13　規制のレベル（②）の影響評価
低レベル 中レベル 高レベル

規制の
内容

（ⅰ） 広告への広告主
の氏名等の表示
義務

＊  2015 年国旗国民投
票法が採用

（ⅰ） 広告への広告主の氏名等の表示
義務

（ⅱ） 国民投票広告に一定額以上を支
出しようとする広告主の登録義務

（ⅲ）  （ⅱ）で登録された広告主が一定
額以上支出した経費の公開

（ⅰ） 広告への広告主の氏名等の表示
義務

（ⅱ） 国民投票広告に一定額以上を支
出しようとする広告主の登録義務

（ⅲ）  （ⅱ）で登録された広告主が一定
額以上支出した経費の公開

（ⅳ） 国民投票広告への支出上限額の
設定

＊  1993 年選挙法及び 2010 年選挙国民
投票法が採用

情報のア
クセシビ
リティ

++    公開討論における
意見表明及び参加
の自由に対する障
壁及びコストを最
小限に抑える。

 －－   大規模な国民投票
運動主体からの高
レベルの広告が小
規模な国民運動主
体による広告をか
き消してしまう可
能性がある。

++    国民投票運動による見解の表明へ
の制限はない。

 －－   大規模な国民投票運動主体による
高レベルの広告が小規模な国民運
動主体による広告をかき消してし
まう可能性がある。

 +  アクセスの公平性：高価な放送メ
ディアの使用を抑制する。

－ 意見表明の自由に対する具体的な制
約となるが、最大規模の広告主だけ
が適用対象となる。

－ 広告に関する支出の制限により重要な
公開情報源が縮減する可能性がある。

透明性

－   透明性が低い。 +     ある程度の透明性がある（経費の
公開により追加の精査が可能とな
る。）。

++  最高度の透明性がある（公開討論
の間及びその後における支出の影
響の理解に役立つ。）。

+  公式の「投票者情報」の活動が他
の広告によってかき消されないこ
との確保に資する。

既存シス
テムとの
整合性

+     法令遵守及び運用
に係る費用が全て
の規制の中で最も
低い。

 +    中小規模の国民投票運動主体が、登
録及び支出報告書の作成の事務負
担なしに広告を出すことができる。

－    透明性が中程度であるにもかかわ
らず事務負担が増大する。

－    大規模な広告主及び選挙委員会の
法令遵守のための経費並びに適用
されることになる国民投票広告の
規則と選挙の規則の差異の複雑さ
が増加する。

++ 総選挙の規則と整合する。
 －  経費の公開に関する運用及び法令

遵守の経費がかかる（ただし、大
規模な広告主に限る。）。

総合評価 0（現状と同じ） 0（現状と同じ） ＋（現状より優れている）

（注）++ 非常に優れている／ + 優れている／ 0　同じ／－劣っている／－－非常に劣っている
（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13, p.18. <https://www.justice.govt.

nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。

表 14　二重広告の経費上の扱い（③）の影響評価

二重広告の支出の全額を各経費に計上する 「公正かつ合理的な基準」に基づき各経費に分配し、
その分配額のみを計上する

情報のア
クセシビ
リティ

 －  表現の自由及び参加の自由に対するある程度の
障壁となる。この案は、複数の案件について行
われる国民投票について広告を出したい政党そ
の他国民投票運動の主体を制約する。

+   国民投票の経費に上限が設定されている場合、
政党及び複数の案件について行われる国民投票
の運動主体は、より多くの広告を出すことがで
きる。

透明性 +   選挙広告及び国民投票広告の双方の経費が報告
されるため、経費がある程度透明化する。

+   各種類の広告に支出された正確な金額を知るこ
とによって、透明性がより高くなる。

既存シス
テムとの
整合性

 －  総選挙に適用される規則と整合しない（ただし、
選挙委員会及び広告主には運用上単純である。）。

+  総選挙の広告規制の規定と整合している。
 － 法令遵守及び運用がより複雑化する。

総合評価 －（現状より劣っている） ＋（現状より優れている）
（注）++ 非常に優れている／ + 優れている／ 0　同じ／－劣っている／－－非常に劣っている
（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13, p.19. <https://www.justice.govt.

nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。
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（ⅵ）結論
　以上の評価の結果を踏まえ、評価書は、国民投票に係る広告に対する望ましい規制について、
以下の結論を導き出している（107）。
（a）インターネット広告を規制の対象に含めることについて
　表 12 の総合評価どおり、「含める」ことを推奨するとした。これにより、透明性の向上及び
国民投票運動の主体にとってより公平なアクセスが実現し、総選挙における選挙広告規制と整
合し、2011 年の国民投票の前例に倣うことにもなるとする。これまで実施された過去 3 回の
総選挙において、既にインターネットの広告を規制対象としていることから、選挙委員会も
2020 年の国民投票でも対応できることに自信を示しているとする。

表 15　広告主の登録及び支出の公開における「一定額」の設定（④）の影響評価
一定の支出額を超える広告主にのみ義務付ける 全ての広告主に義務付ける

情報のア
クセシビ
リティ

+   小規模の関係団体に国民投票運動への参加を思
いとどまらせたり意図せずに違反者にしてし
まったりすることがなくなる。

－   法令遵守義務を理解しない個人又は小規模の広
告主に国民投票運動に参加することを思いとど
まらせる可能性がある。

透明性  －  国民投票支出に関する透明性がある程度失われ
る。

++  国民投票広告の支出に関する高レベルの透明性
がある。

既存シス
テムとの
整合性

+  総選挙に適用される規則と整合する。
+   国民投票運動主体及び政党が混乱するリスクが

最小化する。
+  選挙委員会が運用することがより簡単になる。
+   自身を広告主と捉えていない小規模の関係団体

を意図せずに違反者にしてしまうことがなくな
る。

－   遵守及び運用がより複雑であり、選挙法上の規
定と大きく異なる。

－   自身を広告主と捉えていない小規模の関係団体
が、登録及び支出報告書の提出の義務を知らず、
意図せずに違反者になる可能性がある。

総合評価 ＋（現状より優れている） －（現状より劣っている）
（注）++ 非常に優れている／ + 優れている／ 0　同じ／－劣っている／－－非常に劣っている
（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13, p.20. <https://www.justice.govt.

nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。

表 16　国民投票に係る広告支出の上限額の設定（⑤）の影響評価
総選挙における第三者の広告主の支出上限額と同
額に設定 総選挙における政党の支出上限額と同額に設定

情報のア
クセシビ
リティ

 +   公平性：高価な放送及び幾つかのインターネッ
トメディアの使用を抑制する。

－   上限額を低く設定することにより、国民投票運
動の自由が大きく制約される（特に複数の国民
投票及び選挙の運動の場合）。

 +  上限額を高く設定することにより、国民投票運
動の自由度がより高くなる（特に複数の国民投
票及び選挙の運動の場合）。

－ 大規模な国民投票運動主体による高レベルの広
告が小規模な国民投票運動主体による広告をか
き消してしまう可能性がある。

透明性 0（現状と同じ） 0（現状と同じ）

既存シス
テムとの
整合性

++  総選挙に適用される支出制限の規定と高い整合
性を有する（登録が必要とされる全ての国民投
票運動主体（政党を含む。）が第三者広告主と
みなされる。）。

+    国民投票運動主体及び政党が混乱するリスクが
最小化される。

 +  総選挙に適用される支出制限の規定とある程度
の整合性を有する（政党の支出制限とは整合す
る一方、その他は上限額が異なるため）。

－ 第三者の国民投票運動主体が混乱するリスクが
より高くなる（支出上限額が総選挙と異なるた
め）。

総合評価 ＋（現状より優れている） 0（現状と同じ）
（注）++ 非常に優れている／ + 優れている／ 0　同じ／－劣っている／－－非常に劣っている
（出典）Ministry of Justice, Referendum Advertising at the 2020 General Election, 2019.6.13, p.21. <https://www.justice.govt.

nz/assets/Documents/Publications/ris-referendum-advertising-at-the-2020-general-election.pdf> を基に筆者作成。

(107)　ibid., pp.22-24.
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　さらに、規制対象からインターネット広告を除外した場合、全ての国民投票運動主体が自由
に広告を公表できることになるため、国内外の富裕な国民投票運動主体がインターネット広告
を充満させ、小規模な国民投票運動主体のインターネット広告をかき消してしまうという懸念
を挙げている。また、過去 3 回の総選挙での各党のインターネット広告支出の合計が総選挙ご
とに2倍になったこと、2017年総選挙では各党の総支出の約15%を占めたことから、他のメディ
アを使って広告を公表する国民投票運動主体との公平性の問題も生じると述べている。
（b）規制のレベルについて
　この項目についても、表 13 の総合評価のとおり、「高レベル」の規制が望ましいとした。
　まず、透明性やバランスの取れた公の言説を促進し、選挙運動やこれまでの国民投票運動の
規制との整合性を図るため、何らかの規制を設けるべきであるとした。
　その上で、「高レベル」の規制、すなわち、①広告への広告主の氏名等の表示義務、②国民
投票広告に一定額以上を支出しようとする広告主の登録義務、③②で登録された広告主が一定
額以上支出した経費の公開及び④国民投票広告への支出上限額の設定の 4 つの方策を講じるこ
とを推奨するとした。まず①及び②により公開討論の期間中に、③により公開討論の期間後に
おいて、国民投票運動主体が誰かを国民が認識することが可能となるため、透明性が最も高く
なるとする。また、④により小規模の国民投票運動主体の広告がかき消されなくなるため、バ
ランスの取れた政治的言説が促進されるとする。さらにこの規制が総選挙における運動規制と
整合することから、国民投票運動主体や政党が混乱するリスクが最小限に抑えられ、選挙委員
会による運用がより簡単になるとする。
（c）二重広告の経費上の扱いについて
　この項目についても表 14 の総合評価のとおり、「公正かつ合理的な基準」に基づき各経費に
分配し、その分配額のみを計上することを推奨するとした。また、この扱いとすることにより、
透明性のレベルが高くなるとともに、公衆及び国民投票運動主体が情報を入手しやすくなる一
方、事務処理がかなり複雑になるとする。ただ、選挙広告規制において、候補者の広告と政党
の広告の両方を兼ねる広告について同様の扱いとなっていることから、特段目新しい扱いでは
ないとする。さらに、2011 年の国民投票では、総選挙との二重広告の経費を双方に分配して
計上する扱いであったところ、実際に報告があったのは 2 団体のみであり、総支出のごくわず
かしか占めていなかった（108）とし、2020 年の国民投票においても二重広告は余り使用されない
のではないかとも述べている。
　これに対し、総額を双方に計上する方策は、算出が単純である一方、総選挙と国民投票の双
方の投票運動を行う者にとって不当な制限とみなされるおそれがあり、単一の運動しかしてい
ない者よりも不利になる可能性があるとする。
（d）広告主の登録及び支出の公開における「一定額」の設定並びに支出の上限額の設定
　評価書では、このような方策を講じる目的につき、様々な基準の間でのバランスを見付ける
ことにあるとした上で、このバランスを取るためにこれらの金額を設定することは、主に政治
判断の問題（primarily a matter of political judgement）であるとしている。その上で、これらの

(108)　マナ党（Mana party）が支出総額 60,082NZドル（約 463 万円）のうちの 4,049NZドル（約 31 万円）（約 6.7%）、
公共サービス協会（Public Service Association）が 196,101NZ ドル（約 1510 万円）のうちの 3,052NZ ドル（約 24
万円）（約 1.6%）であった。ibid., p.24.
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設定につき、表 15 及び表 16 の総合評価のとおり、総選挙における第三者の広告主に係る金額
の設定に合わせることを推奨し、これにより、関係者の混乱のリスクが最小化され、選挙委員
会による運用も簡単になるとする。全ての広告主に経費の公開を義務付けることについては、
透明性は高まるものの、関係者や選挙委員会の事務負担が大幅に増加し、自らを広告主と意識
しないで運動を行う小規模な関係団体が意図せずに違反者になってしまうことにもつながると
述べている。
　さらに、支出額の上限については、実際に広告主が支出する可能性のある金額を参考にして
設定することで、全ての立場の人々がより公平に発言できるようになると述べ、運用しやすく
なるよう、国民投票ごとに同一の上限額を設定し、選挙広告の支出上限額に合わせることを推
奨する。なお、具体的な支出上限額については、2011 年国民投票の場合と同様に、政党の支
出限度額（1,169,000NZドル（約 9001 万円））（109）を大きく下回る 1993 年選挙法における第三者
の広告主の支出限度額（33 万 NZドル（約 2541 万円））（110）と同額とすることは、2 件の国民投
票と総選挙を実施するという複雑さや、政党と比較して不利になることを考えると、2020 年
の国民投票に適用することは適切ではないかもしれないと述べるものの、実際の過去 3 回の総
選挙及び国民投票における第三者の広告主の支出額が上限の 33 万 NZドルを下回っている（111）

ことから、余り影響はないであろうと結論付けた。

（2）2020 年国民投票における国民投票広告に係る支出の状況
　このような検討の上で確定した 2019 年国民投票枠組法における広告規制の下、実際にどの
ように国民投票広告に係る支出が行われたかについて、登録広告主から選挙委員会に提出され
た報告書を基に説明する。
　登録広告主として登録した者は 36 団体及び 1 名であった（112）が、そのうち報告書を提出した
者は、13 団体及び 1 名であった（113）。選挙運動費用及び国民投票運動費用を支出していないに
もかかわらず提出した 5 団体及び選挙運動費用のみを支出した 1 団体があったため、実際に
10 万 NZドル（約 770 万円）を超える国民投票支出を行った者は、7 団体及び 1 名であった。
これらの登録広告主の支出の概要をまとめると、表 17 のとおりとなる。

(109)　評価書公表当時の金額である。2021 年 9 月 3 日現在では 1,217,000NZドル（約 9371 万円）である（1993 年選
挙法第 206C 条第 (1) 項 (a) 号）。

(110)　評価書公表当時の金額である。2021 年 9 月 3 日現在では 343,000NZドル（約 2641 万円）である（1993 年選挙
法第 206V 条第 (1) 項）。

(111)　第三者の広告主の最高支出額は、2011 年国民投票（総選挙と同時実施）ではニュージーランド教育研究所（New 
Zealand Educational Institute）の 280,100.86NZドル（約 2157 万円）、2014 年総選挙では同研究所の 164,858.48NZ
ドル（約 1269 万円）、2017 年総選挙ではホブソンの誓約基金（Hobsonʼs Pledge Trust）の 254,114.77NZドル（約
1957 万円）であった。Ministry of Justice, op.cit.�, p.28.

(112)　“Register of promoters for the 2020 General Election and Referendums,” 2020 General Election and referendums. Electoral 
Commission website <https://elections.nz/democracy-in-nz/historical-events/2020-general-election-and-referendums/
register-of-promoters-for-the-2020-general-election-and-referendums-2/>

(113)　“Registered promoter expenses for the 2020 General Election,” 2020 General Election and referendums. ibid. <https://
elections.nz/democracy-in-nz/historical-events/2020-general-election-and-referendums/registered-promoter-expenses-for-the-
2020-general-election/>
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表 17　登録広告主の選挙広告支出及び国民投票広告支出の一覧

登録広告主の
名称（氏名）
（国民投票に
対する立場）

選挙広告
支出

大麻合法化法案
国民投票広告支出

終末期選択法
国民投票広告支出

備考
総額

うちイン
ターネット

広告
総額

うちイン
ターネット

広告

New Zealand Drug 
Foundation
（大麻：賛成）

N/A 337,241.67 66,785.94
[19.8%] N/A N/A

TV 広告（147,710.42）
広告制作（80,434.29）
Facebook（20,357.34）

インターネット広告（14,375.00）
Google Searchマーケティング（12,104.40）
コンテンツ制作人件費（7,485.31）

Instagram（7,891.96）
HP 開発（4,886.74）

ホスティング（520.19）
Make It Legal 
Aotearoa, New 
Zealand
（大麻：賛成）

N/A 104,780.84 98,151.62
[93.7%] N/A N/A

Facebook（96,819.30）
電子掲示板（1,035.00）

Google（274.77）

Smart Approaches 
to Marijuana NZ 
Coalition
（大麻：反対）

N/A 320,300.00 48,391.00
[15.1%] N/A N/A

マルチチャンネル広告パッケージ（81,024.00）
新聞広告（69,368.00）
Facebook（31,141.00）

SNS 運営（17,250）

Family First New 
Zealand
（いずれにも反対）

141,224.34 141,224.34 2,000.00
[1.4%] 141,224.34 　2,000.00

[1.4%]

パンフ印刷（83,592.97）
パンフ送料（37,008.42）

翻訳（11,921.50）
HP 開発（2,000）

Yes For Compassion
（終末期：賛成） N/A N/A N/A 329,539.82 121,660.40

[36.9%]

TV 広告（111,200.18）
広告制作人件費（32,755.33）

広告制作（24,025.87）
インターネット広告出稿（99,385.72）

デジタル広告制作（10,538.61）
インターネット広告開発（8,433.33）
オンラインビデオ制作（993.34）

インターネット出版物広告更新（965.28）
SNS マーケティング対策（920.62）

HP ホスティング（425.50）

Vote No to the End 
of Life Act Society 
Incorporated
（終末期：反対）

N/A N/A N/A 313,633.13 116,193.70
[37.0%]

TV 広告（90,213.66）
広告制作（32,818.90）

屋外広告掲載（22,025.38）
インターネット広告（110,200.96）

Google Adwords（4,299.85）
バナー広告（4,715.00）

Sinead Donnelly
（個人）
（終末期：反対）

N/A N/A N/A 129,258.33 　2,472.45
[1.9%]

広告代理店（113,206.00）
新聞広告（9,200.00）

SNS 掲載用映像撮影（874.00）
オンラインウェビナー（731.40）

バナー製作（575.00）
Facebook（292.05）

Safer Future 
Charitable Trust
（終末期：反対）

N/A N/A N/A 335,678.92 99,079.83
[29.5%]

ダイレクトメール（96,919.37）
商業広告掲示板借料（51,469.60）

ラジオ広告（33,987.63）
インターネット広告（99,079.83）

（注）金銭の単位は NZドルである。また、表中の「大麻」は大麻合法化法案国民投票を、「終末期」は終末期選択
法国民投票を、「賛成」は賛成派を、「反対」は反対派を、N/A は支出なしを、[　] 内は支出額全体のうちのインター
ネット広告費用の割合（小数点第 2 位以下四捨五入）を、それぞれ示す。配列は、大麻合法化法案国民投票に関
する支出をした広告主、終末期選択法国民投票に関する支出をした広告主の順とし、その中で賛成派と反対派の
順とした。備考欄には、全てのインターネット広告費用の項目と主なインターネット広告費用以外の広告費用の
項目（下線で表示）を記載した。（　）内は費用（単位：NZドル）を示す。

（出典）“Registered promoter expenses for the 2020 General Election,” 2020 General Election and referendums. Electoral 
Commission website <https://elections.nz/democracy-in-nz/historical-events/2020-general-election-and-referendums/
registered-promoter-expenses-for-the-2020-general-election/> 掲載の各団体・個人の報告書及び各団体・個人が開設す
る HP 又は Facebook の内容を基に筆者作成。
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　この表によれば、大麻合法化法案国民投票に関しては、賛成派の支出額（442,022.51NZドル
（約 3404 万円））と反対派の支出額（461,524.34NZドル（約 3554 万円））がほぼきっ抗する。
一方、終末期選択法国民投票に関しては、反対派の支出額（919,794.72NZドル（約 7082 万円））
が、賛成派の支出額（329,539.82NZドル（約 2537 万円））の約 2.8 倍となっている。この結果
と投票結果（前掲表 5 参照）を比べると、大麻合法化法案国民投票の投票結果は、ほぼきっ抗
ながら反対票が少し上回っており、おおむね広告支出額の比較結果と一致する。他方、終末期
選択法国民投票に関しては、賛成票が反対票の約 1.9 倍を占めており、広告支出額の比較結果
と逆の結果となっている。したがって、これだけを見れば、広告支出額の多寡が国民投票結果
を左右するとは言えないことになる。
　また、広告支出額のうちのインターネット広告に係る支出額の割合についても、広告支出額
の 93.7% を占める 1 団体を除けば、おおむね 20 ～ 30% 台にとどまり、2% 未満の広告主も存
在していること、その一方で、広告費用の多くはテレビ・ラジオの CM や新聞広告、ダイレ
クトメール、ポスター・ちらしといった既存メディア、とりわけテレビ CM が高額となって
おり、また、広告代理店に支払う金額もある程度の割合を占めることが分かる。したがって、
広告規制の手法として支出金額規制の手法をとることは、高額であるテレビ CM を規制する
手段としてはまだしも、インターネット広告を規制する手段としての有効性は明らかとは言え
ないものと思われる。

おわりに

　ニュージーランドは、国民投票の実施に長い歴史を有し、その豊富な実施経験をいかしてよ
り望ましい国民投票法制となるように改良を重ねている。2020 年の国民投票の実施に際して
も、実施法である 2019 年国民投票枠組法の制定に当たり、1993 年市民発案国民投票法、1997
年強制的退職貯蓄制度国民投票法、2010 年選挙国民投票法及び 2015 年国旗国民投票法に基づ
く国民投票の実績並びに総選挙と同時に実施することに由来する制約を念頭に置いた上で、広
告規制の四つの論点（①インターネット広告を規制対象に含めるか、②広告規制のレベル、③二
重広告の経費上の扱い、④広告主の登録及び経費の公開における「一定額」の設定・支出の上
限額の設定）について、情報のアクセシビリティ・透明性・既存システムとの整合性という三
つの基準を用いた分析を行い、その結果に基づき広告規制の内容を決定した。この四つの論点
は、日本においても、広告規制の検討の際の論点として設定できることから、日本における議
論の参考となり得るものと考えられる。ただ、ニュージーランドの場合は、同時に行われた総
選挙の実施になるべく影響を与えないよう、選挙における広告規制との整合性が重視されたこ
とから、その点は割り引いて考える必要があると言える。
　ニュージーランドでは、2020 年の国民投票における広告規制を総括の上、次回の国民投票
の実施に向け、広告規制の在り方に関する検討が行われることが予想される。この検討は、日
本の憲法改正国民投票における広告規制の検討にも参考になるものと考えられることから、引
き続き注目していきたい。

（みなみ　りょういち）




